
令和６年度静岡県依存症対策連絡協議会 次第

日時：令和７年２月 27 日（木）午後１時 30 分から３時まで

場所：ＪＲ静岡駅ビル パルシェ７階貸会議室 第２会議室

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 議 題

（１）令和６年度依存症対策総合支援事業について

ア アルコール健康障害対策

イ ギャンブル等依存症対策

４ 報告事項

（１）薬物依存症対策について

５ 閉 会

【配布資料】

＜アルコール健康障害対策＞

資料 1-1 第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の取組状況

資料 1-2 第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の概要

資料 1-3 第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の取組状況（詳細）

資料 1-4 第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の活動指標

資料 1-5 （参考資料）健康に配慮した飲酒に関するガイドライン（抜粋）

（https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/001223643.pdf）

＜ギャンブル等依存症対策対策＞

資料 2-1 第２期静岡県ギャンブル等依存症対策推進計画の取組状況

資料 2-2 第２期静岡県ギャンブル等依存症対策推進計画の概要

資料 2-3 第２期静岡県ギャンブル等依存症対策推進計画の取組状況（詳細）

資料 2-4 第２期静岡県ギャンブル等依存症対策推進計画の活動指標

資料 2-5 （参考資料）依存症に関する調査研究事業「ギャンブル障害及び

ギャンブル関連問題の実態調査」報告書 概要

（https://www.ncasa-japan.jp/pdf/document98.pdf）

＜薬物依存症対策＞

資料 3-1 静岡県における薬物乱用の現状と課題

資料 3-2 令和６年度静岡県薬物乱用対策推進方針の策定/概略図

資料 3-3 令和６年度の薬物乱用防止に係る取組計画
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令和６年度静岡県依存症対策連絡協議会 出席者名簿

１．委員

２．陪席者

所 属 役 職 氏 名

静岡市保健所精神保健福祉課 主査 葉山 理依子

浜松市障害保健福祉課 主任 政本 佳苗

静岡県精神保健福祉センター 班長 市川 のぞみ

所 属 役 職 氏 名

一般社団法人静岡県医師会 理事 高木 勇人（欠席）

聖明病院 院長 古川 愛造

服部病院 院長 山名 純一

静岡県立こころの医療センター 院長 大橋 裕

静岡県精神神経科診療所協会 院長 近藤 直樹（欠席）

静岡県精神保健福祉士協会 会長 菅原 小夜子（欠席）

公益社団法人静岡県断酒会 理事長 小泉 登資

静岡ダルク 代表 藤村 現

スルガダルク 施設長 白鳥 裕也

ＧＡ静岡グループ 代表 塚本 寿高

静岡県教育委員会健康体育課 課長 夏目 伸二

静岡福祉大学 名誉教授 山城 厚生

静岡福祉大学社会福祉学部 教授 長坂 和則

静岡保護観察所 所長 石井 法子

静岡市こころの健康福祉センター 所長 大久保 聡子

浜松市精神保健福祉センター 主幹 河合 龍紀（代理）

静岡県保健所長会 御殿場保健所長 馬淵 昭彦

静岡県精神保福祉センター 所長 内田 勝久

事務局

障害者支援局長 石田 雄一

精神保健福祉室長 影山 洋子

精神保健福祉班 班長 渡邉 敏宏

精神保健福祉班 主任 杉山 健太
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資料１－１

第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の取組状況

１ 「第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画」の策定

第１期計画の策定から６年が経過したことから、課題や関係機関の皆様からの意見

を踏まえ、令和６年３月に６年間を新たな経過期間とした「第２期静岡県アルコール

健康障害対策推進計画」を策定した。

２ 計画の概要

３ 重点目標

４ 施策体系

※「【資料１－２】第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の概要」のとおり

計 画 の

位置付け

都道府県の実情に即したアルコール健康障害対策の推進に関する計画

(アルコール健康障害対策基本法第 14 条第１項) 努力規定

計画期間 令和６年度～令和 11 年度（６年間）

基本目標

アルコール健康障害の発生、進行及び再発の予防並びに当事者及びその家族

への支援の充実により、誰もが健康で安心して暮らすことのできる社会の実

現を目指す

重点目標①
学齢期の段階から飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、将来にわ

たるアルコール健康障害の発生を予防

達成目標①

①生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合を、男性12％、女

性６％まで減少させること（次期健康増進計画との整合）

②未成年者の飲酒をなくすこと

③妊娠中の飲酒をなくすこと

重点目標②
アルコール健康障害に関する予防及び相談から治療、回復支援に至る切れ目

のない支援体制の整備

達成目標②
①地域における相談拠点の明確化及び機能強化

②依存症治療拠点機関と連携した、依存症治療に対応できる医療機関の整備

4



資料１－１

５ 取組状況

（１）依存相談

アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症問題についての相談に応じることにより、

依存症に関する知識の普及、依存症当事者やその家族への支援を行う。中部（月３回）

において、専門相談員による相談を実施している。

・県精神保健福祉センターでの依存相談（対面）

※令和６年度は 12 月末時点

・県精神保健福祉センターでの依存相談（電話）

※令和６年度は 12 月末時点

（２）リカバリーミーティング

アルコール、薬物、ギャンブル等の様々な依存を抱えた当事者及び家族を対象に、

認 知行動療法を取り入れたグループミーティングを実施することにより、依存症か

らの回復を図るともに、依存問題を抱える者の生活を支える。また、ミーティングへ

の継続的な参加により、地域の自助グループへつなげる。

※令和６年度は 12 月末時点

・ＳＢＩＲＴＳ普及促進セミナー（断酒会主催、静岡県精神保健福祉センター共催）

依存物質･行為 延べ件数（R4） 延べ件数（R5） 延べ件数（R6）※

アルコール 14 件 13 件 ２件

薬物 ２件 ５件 １件

ギャンブル 30 件 16 件 ７件

その他（ゲーム・ネット、性、買い物等） 39 件 13 件 20 件

合 計 85 件 47 件 30 件

依存物質･行為 延べ件数（R4） 延べ件数（R5） 延べ件数（R6）※

アルコール 68 件 73 件 45 件

薬物 20 件 24 件 13 件

ギャンブル 72 件 65 件 36 件

その他（ゲーム・ネット、性、買い物等） 29 件 23 件 18 件

合 計 189 件 185 件 112 件

会場 実施回数（R5）
延べ参加者数

（R5）
実施回数（R6）

延べ参加者数

（R6）

中部（静岡） 23 回 68 名 18 回 45 名

東部（沼津） 11 回 42 名 ６回 15 名

合計 34 回 110 名 24 回 60 名

開催日 開催場所 研修テーマ
参加

者数

R6.12.15
静岡市グランシップ

（ハイブリッド開催）

SBIRTS の解説と普及促進について講演

SBIRTS の実践（ワークショップ） 等
129 名
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資料１－１

６ アルコール健康障害対策連絡協議会

※全文については、県のホームページにて公開しております。

７ 参考資料

資料 1-2 第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の概要

資料 1-3 第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の取組状況（詳細）

資料 1-4 第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の活動指標

資料 1-5 健康に配慮した飲酒に関するガイドライン（抜粋）

日時 令和６年９月 19 日（木）

場所
障害者働く幸せ創出センター

（静岡市葵区呉服町２丁目１－５ ５風来館４階）

意見

（抜粋）

・依存症の相談機関や治療拠点について、行政機関の人だけではなく、御家族

の方や県民の方、福祉関係の方、民生委員さん、学校の先生方など、皆さんが

「依存症の相談拠点はここだよ。」と、どの程度知っているかが課題。

・子供の飲酒防止に向けて、御家族の配慮、御家族への普及啓発も大切。

・福祉の現場では高齢者の飲酒が問題となっている。重層的な支援がされる中

で、きちんと依存症の相談ができる拠点が各地域にあるかというと、まだ足り

ていない印象を受ける。アンケートを見ても、県民の方がアルコール依存症を

相談できる場所を知らないと思われるので、もっと普及啓発していけたらよい

と思う。

・ＳＢＩＲＴＳを普及することで、病院から断酒会につないだり、医師が依存

症治療を嫌がるということが少なくなってくると思う。

・森地区の遠江断酒会では県議の方に顧問をしていただいており、行政や包括

支援センター、森町病院と断酒会の関係がよく、協力してアルコール健康障害

対策に取り組むことができている。隣の袋井市との関係もよく、モデルケース

だと考えている。一方で、他の地区では、市町の職員が断酒会の存在を知らな

いところもある。できれば、遠江断酒会について、中遠地区、西部保健所など

も加わって、断酒会について学んでいただけたら。

・県民だよりにアルコール関連の相談先について掲載していただき、断酒会の

ことが多くの人の目に触れるようになればありがたい。

・アルコールパッチテストなどについて、断酒会だけでなく、行政の皆様、医

療関係者の皆様と取組んでいけたらよいと思う。
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Ⅰ　はじめに

１　計画策定の趣旨

国のアルコール健康障害対策推進基本計画やこれまでの県の取組状況を踏ま
え、関係機関と連携したアルコール健康障害対策を推進する。

２　計画の位置づけ・計画期間

アルコール健康障害対策基本法第14条に基づく県計画
令和６年～令和11年（６年間）　※健康増進計画など他関連計画と合わせる

第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の概要　※下線部は前期計画から変更したもの

Ⅱ　本県のアルコール健康障害をめぐる状況

1　生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者※の割合(県内)

2　妊婦の飲酒割合(県内)

3　アルコール依存症患者の受療状況(県内)

４　アルコール健康障害に関する諸問題(県内)　

Ⅴ　施策体系

発
生
予
防

進
行
予
防

再
発
予
防

基
盤
整
備

学齢期からの正しい知識の普
及及び不適切な飲酒を防止
する社会づくり

教育の振興及び普及啓発の推進
（飲酒ガイドラインを活用した普及啓発）
・不適切な飲酒の誘引の防止
・こころの健康づくり

誰もが相談できる相談場所
と必要な支援につなげる連
携体制づくり

医療における質の向上と連
携の促進

アルコール健康障害に係る医療の
充実等（医療従事者等の人材育成）

アルコール依存症者が円滑
に回復、社会復帰するため
の社会づくり

・社会復帰の支援
・民間団体の活動に対する支援
（当事者及びその家族への支援）

アルコール健康障害対策に
向けた体制の整備、人材の
確保、調査研究等

・相談拠点の明確化及び機能強化並びに
依存症治療に対応できる医療機関の整備
・人材の確保等
・調査研究の活用等

対策 施策の方向性 基本的施策 活動指標（抜粋）

学校が実施する薬物乱用防止教室
(薬学講座)等での指導
【発生予防】

全校実施 全校実施

Ⅵ　推進体制等

●関連施策との有機的な連携
　 静岡県保健医療計画、静岡県健康増進計画及びいのち支える“ふじのくに”自殺総合対策行動計画に基づく施策と有機的な連携を図る。

●推進体制
   アルコール健康障害対策の推進に当たっては、アルコール関連問題に関する施策との連携が図られるよう、庁内関係課室等を構成員と
した連絡会の場を通じて、相互に必要な連絡・調整を行いつつ本計画の取組を推進します。

●進行管理
   計画を着実に推進するため、計画の目標の達成状況や施策の進捗状況については、静岡県アルコール健康障害対策連絡協議会におい
て意見聴取を行い、適切に進行管理を行うとともに、取組の進捗状況や社会情勢の変化などを踏まえ、計画期間中であっても必要に応じ
て見直しを行う。

2013年 2016年 2022年
※全国

(2019年)
※１日当たりの純アルコール摂取量
男性40ｇ以上 、女性20ｇ以上

男性 14.0％ 11.9％ 14.1％ 14.9％

女性 6.5％ 8.3％ 6.9％ 9.1％

【日本酒換算】
男性２合　女性１合

2013年 2014年 2015年 2016年 2022年 ※全国(2021年)

4.1％ 4.8％ 4.5％ 3.4％ 2.6％ 0.9％

区分 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

精神入院患者数 620人 637人 625人 609人 589人

精神外来患者数 1,529人 1,617人 1,756人 1,813人 1,759人

区分 2019年 2020年 2021年 2022年

飲酒運転事故発生件数 87件 76件 59件 更新予定

DVに関する相談件数 3,962件 4,234件 4,166件 4,277件

児童虐待に関する相談件数 3,461件 3,930件 3,717件 3,708件

自殺者数 564人 583人 539人 605人(概数)

Ⅳ　計画の基本的な考え方

Ⅲ　第１期計画やアルコール協議会等を踏まえた主な課題　

・相談支援の充実
・健康診断及び保健指導
（早期介入ガイドラインの活用）
・アルコール健康障害に関連する諸問題
に関する取組（クロスアディクション）

目標値

県民向けフォーラム等の開催回数
【発生予防】

年１回 継続実施

SBIRTS普及セミナーの開催回数
【進行予防】

年１回 継続実施

依存症相談拠点としての精神保健
福祉センター主催のアルコール依存
症に関する相談会の実施回数
【進行予防】【再発予防】

年58回 年60回

アルコール依存症対策の関係機関に
よる連絡協議会の開催回数
【基盤整備】

年２回 年１回以上

依存症治療拠点機関が実施する医
療従事者向け研修の受講者数
【進行予防】【再発予防】

185人
Ｈ３０～Ｒ４（累計）

270人
Ｒ６～Ｒ11（累計）

現状値(R4)

《重点目標①》

学齢期の段階から飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、
将来にわたるアルコール健康障害の発生を予防

《達成目標①》

①　生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合を、　　
男性12%、女性６％まで減少させること

　　（次期健康増進計画との整合）
②　未成年者の飲酒をなくすこと　③　妊娠中の飲酒をなくすこと

《重点目標②》

アルコール健康障害に関する予防及び相談から治療、回復支援に
至る切れ目のない支援体制の整備

《達成目標②》

①地域における相談拠点の明確化及び機能強化 
②依存症治療拠点機関と連携した、依存症治療に対応できる
　医療機関の整備

●生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合(男性)が上昇してお
り、分かりやすい広報・啓発に取り組む必要があります。

●アルコール依存症は自分の意思ではコントロールできないコントロール障害
であることなど正しい知識の普及に取り組む必要があります。

●自助グループへの認知度はいまだ低く、自助グループへつなぐためには団体
の活動内容を周知する必要があります。

●依存症となる背景には、学校や職場でのストレスや孤独・孤立等の問題が共通
しているため、自殺対策等との連携により県民のメンタルヘルス対策（こころ
の健康づくり）を推進する必要があります。

●居住する地域にかかわらず治療が受けられるよう、依存症治療拠点機関と連
携した研修を通じ、依存症治療に対応できる人材を養成する必要があります。

【基本目標】

●アルコール健康障害の発生、進行及び再発の予防並びに当事者及びその家族への支援の充実により、誰もが健康で安心して暮らすこ
とのできる社会の実現を目指す。

【基本理念】

●アルコール健康障害の発生、進行及び再発の各段階に応じた予防対策を実施するとともに、当事者やその家族が日常生活及び社会
生活を円滑に営むための支援を行う。

●アルコール健康障害対策を実施するに当たって、アルコール健康障害が飲酒運転、暴力、虐待、自殺等の問題に密接に関連することに
鑑み、これらの問題に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮を行う。

【資料1-2】
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資料１－３

第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の取組状況（詳細）

１ 発生予防対策

（１）教育の振興及び普及啓発の促進

①学校教育等の推進

②家庭における啓発の推進

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・学校において、飲酒が健康に与え

る影響等基本的な内容について理

解できるよう授業等での指導を推

進します。

研修会等を通じて、周知する。

(今後実施予定）

⇒２月 12日 養護教諭指導リーダ

ー研修会にて周知予定。

なし 健康体育課

・学校が実施する薬物乱用防止教

室（薬学講座）等で飲酒が健康に与

える影響に関する指導を推進しま

す。

各学校では、実施方法を工夫して

学校薬剤師や警察署等の関連機関

と協力をして薬学講座を実施す

る。

なし 健康体育課

・大学等と連携し、大学生等の急性

アルコール中毒を含む不適切な飲

酒の防止について啓発を推進しま

す。

県主催の依存症フォーラムについ

て、ふじのくに地域・大学コンソー

シアムに周知を行った。

－ 障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・保護者会、ＰＴＡ総会で学校に保

護者が来校する機会等を捉えて 20

歳未満の者の飲酒に伴うリスクな

どについて啓発を推進します。

啓発発信校に指定された中学校 10

校、高等学校 10校において、地域

等への啓発方法を工夫して、薬学

講座を開催した。

なし 健康体育課

・母子手帳交付時や健診時に合わ

せて、妊婦及びその家族等に対し、

アルコールに関する情報提供を行

うよう市町に働きかけます。

市町へのアルコールに関する冊子

送付等による情報提供

引き続き、妊婦及びそ

の家族等に対し、アル

コールに関する情報

提供を行っていく必

要がある。

健康増進課

・退職や配偶者の死別など高齢者

の孤立に起因するアルコール依存

を防止するため、市町や各地域包

括支援センターに対し、不適切な

飲酒の防止について啓発を推進し

ます。

県主催の依存症フォーラムにおい

て、県民に対する普及啓発を実施

する中で、不適切な飲酒の防止に

ついて啓発した（２月 22日（土）

開催）。

ー 障害福祉課
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資料１－３

③職場教育の推進

④広報・啓発の推進

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・静岡労働局等と連携して、飲酒運

転の防止や急性アルコール中毒な

ど飲酒に伴うリスクのより一層の

周知を事業者に促します。

第２期計画においても、SBIRTS 普

及促進セミナーを継続して実施し

ていく。依存症フォーラムについ

て静岡労働局に案内する。

12月15日にSBIRTS普

及セミナーを開催。

障害福祉課

・従業員の健康づくりを推進する

ため、具体的な目標を宣言する「ふ

じのくに健康づくり推進事業所」

の拡大、優良事業所の表彰、好事例

の情報発信等を実施します。

事業所宣言を通して、適正な飲酒

量の啓発を行う事業所を増やし、

「健康づくり活動に関する知事褒

賞」として表彰を行うことができ

た。

適正な飲酒量の啓発

を行うことを目標と

した事業所へ情報提

供等は行えなかった。

健康増進課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・アルコール関連問題啓発週間（毎

年 11 月 10 日から 16 日）や 20 歳

未満の者の飲酒防止・飲酒運転撲

滅の全国統一キャンペーン（毎年

４月）等を通じて、県、市町、関係

団体等が連携し、一般県民へ飲酒

に伴うリスクに関する知識やアル

コール依存症に関する正しい知識

の普及を図ります。

・アルコール関連問題啓発週間（毎

年 11 月 10 日から 16 日）や 20 歳

未満の者の飲酒防止・飲酒運転撲

滅の全国統一キャンペーン（毎年

４月）等を通じて、県、市町、関係

団体等が連携し、一般県民へ飲酒

に伴うリスクに関する知識やアル

コール依存症に関する正しい知識

の普及を図ります。

アルコール関連問題

啓発週間では、断酒会

及び静岡県警察と協

力し、ポケットティッ

シュの配架を行った。

障害福祉課

・静岡県交通安全対策協議会（会

長：知事）が、関係機関・団体とと

もに実施する交通安全運動等を通

じて、「飲酒運転の根絶」に向けた

啓発を行います。

静岡県交通安全対策協議会の事務

局として関係機関・団体と協働し、

各季交通安全運動を通じて「飲酒

運転根絶」に向けた啓発を推進し

た。

ー くらし交通

安全課

・国が作成した「健康に配慮した飲

酒に関するガイドライン」等に基

づき、メディア等を積極的に活用

し、一般県民へのアルコール依存

症に関する知識の普及を図るとと

もに、県のホームページにおいて

も普及啓発に取り組みます。

・精神保健福祉センターのホーム

ページの情報を更新する

・精神保健福祉センターの主催で、

アルコール問題を抱える家族への

講演会を年１回開催する。

・令和７年１月、精神

保健福祉センターの

ホームページを更新

した。

・令和６年 11月、アル

コール問題を抱える

家族への講演会を開

催した。

障害福祉課
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資料１－３

（２）不適切な飲酒の誘引の防止

（３）こころの健康づくり

①職場における健康づくりの推進

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・静岡県小売酒販組合連合会と連

携し、酒類事業者に対し、20 歳未

満の者への販売禁止の周知徹底と

酒類販売管理者に対する業務研修

の受講促進を図ります。

令和６年４月に県下５箇所（下

田・沼津・富士・静岡・浜松）にお

いて、「20 歳未満飲酒防止・飲酒運

転撲滅」の街頭キャンペーンを実

施した。

５年ぶりに同キャン

ペーンを開催するこ

とができた。

来年度も 4/8（火）に

実施予定。

障害福祉課

・年数回行われる風俗営業の管理

者講習において、管理者に対し、20

歳未満の者への酒類提供の禁止に

ついて徹底を図ります。

令和５年度中、管理者講習を 21回

開催し、受講者 705人に対して未成

年者への酒類提供禁止について教

養を実施した。

特になし 生活保安課

・風俗営業及び飲食店営業等にお

ける20歳未満の者に対する酒類提

供を認知した場合には、積極的に

事件化を図るとともに、行政処分

を実施します。

令和５年度中、未成年者に対して

酒類を提供した飲食店３件を風営

法違反で事件化し、２件の行政処

分を実施した。

特になし 生活保安課

・静岡県社交飲食業生活衛生同業

組合等の関係機関と連携し、関係

者に対する指導を図ります。

静岡県社交飲食業生活衛生同業組

合等関係者に対して、機会をとら

え、未成年者への酒類提供禁止に

ついて指導等を実施した。

特になし 生活保安課

・風俗営業所に対する立ち入り調

査や風俗許可申請受理等など、あ

らゆる機会をとらえ、関係者に対

する指導を図ります。

風俗営業所に対する立入調査時及

び許可申請、各種届出の受理時に

おいて、未成年者への酒類提供禁

止について指導を実施した。

特になし 生活保安課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・こころのＳＯＳのサインを発し

ている従業員を早期に発見し、適

切な支援を行うことができる「ゲ

ートキーパー」を企業内に養成す

るため、人事労務担当者・衛生管理

者等を対象に、職場におけるメン

タルヘルスに対する理解をテーマ

とした研修会を実施します。

令和６年度の新規取組として、産

業保健総合支援センターと連携し

て、職場のメンタルヘルス対策に

係る産業保健特別セミナーを開催

し、セミナーの一コマとして、県か

ら講師として職員を派遣し、ゲー

トキーパー研修を実施した。

令和６年 12月に開催。

アンケートでは全員

に「有益」「概ね有益」

という回答をいただ

いた一方、参加者が 16

名と伸び悩んだため、

周知広報の方法を工

夫したい。

障害福祉課
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資料１－３

②地域における健康づくりの推進

③学校における健康づくりの推進

・職場におけるハラスメント対策

を推進するため、労働法セミナー

において、職場のハラスメントの

内容やその予防・解決を解説し、ハ

ラスメントに関わる法制度を周知

啓発するとともに、各県民生活セ

ンターに労働相談窓口を設置し、

パワーハラスメント及びセクシャ

ルハラスメントの相談に対応しま

す。

労働法セミナーを県内３会場

（東・中・西）及びオンラインによ

り実施しているほか、当該セミナ

ーのオンデマンド配信を期間限定

で一般公開している。また、東・

中・西部県民生活センターに設置

している中小企業労働相談所の３

つの相談窓口において労働相談を

実施している。

引き続き、職場環境の

改善のための企業に

おける取組を支援し

ていく。

労働雇用政

策課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・こころの悩みや不安を抱えた方

が安心して悩みを打ち明けられる

よう、「こころの電話」、「若者ここ

ろの悩み相談窓口」等による電話

相談を実施します。

24 時間体制で電話相談を実施して

いる。

「悩みが解決できた」

等の好意的な意見が

ある一方で、相談員へ

の暴言を吐いてしま

う方等への対処方法

が課題。

障害福祉課

・市町や各保健所、精神保健福祉セ

ンターにおいて電話や来所、訪問

による精神保健福祉相談を実施し

ます。

電話や来所による精神保健福祉相

談を実施し、必要に応じて医療機

関や自助グループへつなげる。

実施中 障害福祉課

・若年層において主要なコミュニ

ケーションツールとなっているＬ

ＩＮＥを活用し、若年層向けＳＮ

Ｓ相談窓口（ライン相談＠静岡）に

よる相談を実施します。

365 日体制で LINE 相談を実施して

いる。

平日： 14 時～22 時

休日・祝日： 14 時～21時

実施中

※休日・祝日の対応時

間を平日と同じく 14

時～22 時に拡充する

ことを検討中。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・不登校やいじめ等、生徒指導上の

諸問題に対応するため、養護教諭

等の行う健康相談の推進のほか、

スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等の配置によ

り、教育相談体制を強化します。

令和６年度は、147 名のスクールカ

ウンセラー、51 名のスクールソー

シャルワーカーを任用し、教育相

談等を実施している。

児童生徒の抱える

様々な問題に対応で

きるよう、スクールカ

ウンセラー及びスク

ールソーシャルワー

カーを拡充する。

義務教育課
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資料１－３

・不登校やいじめ等、生徒指導上の

諸問題に対応するため、養護教諭

等の行う健康相談の推進のほか、

スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等の配置によ

り、教育相談体制を強化します。

スクールカウンセラーは 34 校に、

スクールソーシャルワーカーは 11

校に配置し、教育相談体制を強化

した。

発達障害等が疑われ

る生徒が増加し、教員

では判断できない問

題が増加しているた

め、スクールカウンセ

ラーやスクールソー

シャルワーカーによ

る支援の必要がある。

高校教育課

同上 ・スクールカウンセラーを 12 の拠

点校に配置し、全ての学校で教育

相談が充実するようにしている。

・各校計画を立て、養護教諭を中心

にして健康に関する教育を推進し

ている。

今後も個別カウンセ

リングが有効な児童

生徒や保護者へ対応

することや児童生徒

の健康に関する教育

も推進していく。

特別支援教

育課

同上 健康相談や SC・SSWとの連携につい

て、養護教諭の研修会にて取り扱

う。

今後も研修において

校内連携について取

り扱っていく。

健康体育課

・児童生徒が日常生活を送る上で

直面する様々な困難やストレスを

踏まえ、適切に対処する方法を理

解するため、「ＳＯＳの出し方に関

する教育」や「心の健康の保持」に

関する教育を推進します。

令和５年度の取組として、児童生

徒への予防教育（道徳や保健体育

も含む）について、全ての学校で実

施している市町が 20市町、一部の

学校で実施している市町が８市町

であった。

今後も研修において

校内連携について取

り扱っていく。

義務教育課

同上 人間関係づくりプログラム等を用

いて、生徒が人間関係の構築やト

ラブルへの対応について学ぶ機会

を設けた。

SEL の考え方に基づい

た人間関係づくりプ

ログラムに改訂する。

高校教育課

同上 困難やストレスに対して適切に対

応できる力をつけることができる

よう、生徒指導担当者が集まる場

で教員研修を行う。

今後も、ＳＯＳを出す

スキル面だけでなく、

生徒指導提要や「生命

の安全教育」等の理解

を深め、児童生徒一人

ひとりの発達を捉え

ながら指導をしてい

く。

特別支援教

育課

同上 養護教諭対象の研修の中で、気に

なる児童生徒の早期発見について

研修を行う。（今後実施予定）⇒2

月 12日養護教諭指導リーダー研修

会にて実施予定。

今後も継続していく。 健康体育課
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資料１－３

・子どもが発するＳＯＳを察知し、

受け止め、適切な支援につなげら

れるよう、教職員を対象に、自殺予

防教育の必要性等について理解を

促す研修会を実施します。

児童生徒がストレス

への適切な対処方法

を理解するために「Ｓ

ＯＳの出し方に関す

る教育」や「心の健康

の保持」に関する教育

をさらに推進する必

要がある。

義務教育課

同上 生徒指導地区研究協議会での協議

のテーマの１つとして自殺予防を

設定し、各学校の取組を共有して

いる。

自殺予防教育の必要

性等について各教員

の理解を促す仕組み

を検討する必要があ

る。

高校教育課

同上 生徒指導連絡協議会で自殺予防や

いじめ対応について理解を促す研

修を行う。

今後も、協議会等で自

殺予防教育について

の必要性等を伝えて

いく。

特別支援教

育課

同上 養護教諭対象の研修の中で、気に

なる児童生徒の早期発見・校内連

携について研修を行うが、自殺予

防教育については今年度は実施で

きない。（他の内容でいっぱいであ

るため）

養護教諭・保健主事研

修会において、毎年こ

の内容については難

しい。もしやるのであ

れば、障害福祉課主催

で、管理職対象の職員

研修会や、希望する学

校に出向いての研修

会を実施したらどう

か。

健康体育課
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資料１－３

④地域における包括的相談支援体制の構築

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・住民に身近な市町における狭間

のニーズへの対応や分野横断的な

対応が可能となる体制整備を促進

します。

体制構築に向けた専門的助言を行

うアドバイザーの派遣、連携担当

職員の養成研修等を実施する。

令和６年度市町アン

ケートにおいては、35

市町が包括的相談支

援体制を整備してい

ると回答があった。

社会福祉法上、地域生

活課題の解決に資す

る支援が包括的に提

供される体制の整備

が市町村の努力義務

とされていることか

ら、今後は、相談を包

括的に受け止める場

に加え、多機関協働に

よる支援、アウトリー

チ、地域づくりに向け

た支援など、包括的な

支援体制の整備を目

指す。

福祉長寿政

策課

・孤独・孤立対策に係る活動を行う

民間団体等との連携を促進し、官

民一体となった取組を促進しま

す。

ふじのくに孤独・孤立対策プラッ

トフォームにおいて、シンポジウ

ム・ワークショップ等を実施する。

実施中 福祉長寿政

策課
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資料１－３

２ 進行予防

（１）相談支援の充実

（２）健康診断および保健指導

①国が作成する「早期介入ガイドライン」を踏まえた地域におけるアルコール健康障害への早期介入の推進

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・精神保健福祉センターや保健所

等を中心として、アルコール健康

障害を有する者及びその家族が分

かりやすく気軽に相談できる相談

拠点を明確化し、ホームページ等

を活用し県民に広く周知を図りま

す。

精神保健福祉センターのホームペ

ージの情報を更新する。

・令和７年１月、精神

保健福祉センターの

ホームページを更新

した。

障害福祉課

・精神保健福祉センターや保健所

等を中心として、アルコール関連

問題の相談支援を行うに当たって

は、地域における医療機関・行政・

自助グループ等の情報を共有し、

地域の実情に応じた連携体制を構

築します。

県内の医療機関や自助グループと

連携を図りながら、依存症当事者

や家族への相談や、当事者が集ま

り依存症からの回復を目指すグル

ープミーティングを実施する。

実施中 障害福祉課

・アルコール関連問題を有してい

る本人や家族等に対しては、自助

グループが行う相談会や集う会等

の酒害相談活動と連携して支援し

ていきます。

自助グループと連携し、アルコー

ル問題を抱える家族への講演会を

年１回開催する。

・令和６年 11月、アル

コール問題を抱える

家族への講演会を開

催した。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・生活習慣病のリスクを高める量

の飲酒の防止を目的として、禁

酒・節酒支援についての研修会等

を開催し、地域保健従事者の育成

と資質向上に取り組みます。併せ

て、生活習慣病のリスクを高める

量の飲酒について、国が作成すす

る「早期介入ガイドライン」に基づ

いた情報提供を行います。

生活習慣病のリスクを高める量の

飲酒の防止を目的として、禁酒・節

酒支援についての研修会を開催

し、生活習慣病のリスクを高める

量の飲酒や、保健指導方法につい

て、情報提供した。

飲酒量の評価や、具体

的な指導方法等の研

修を受講する機会が

ない保健従事者が多

かったため、引き続

き、開催していく必要

がある。

健康増進課

・アルコール依存症が疑われる者

に対しては、精神保健福祉センタ

ーや保健所から医療機関での受診

を勧奨するほか、自助グループ等

を紹介するなど断酒・節酒に向け

た支援を行います。

電話相談や面接相談にて、必要に

応じて医療機関や自助グループ等

を紹介し、適切な治療や支援につ

ながるよう情報提供する。

実施中 障害福祉課
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資料１－３

②職域における対応の促進

（３）アルコール健康障害に関連する諸問題に関する取組

①飲酒運転をした者に対する指導等

②暴力・虐待・自殺未遂等に対する取組

③クロスアディクションに対する取組

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・産業保健分野の関係機関と連携

し、アルコール健康障害に関する

知識普及を図ります。

令和６年 12月に静岡県断酒会及び

静岡県産業保健総合支援センター

と共催しての SBIRTS 普及促進セミ

ナーを実施した。

来年度も継続実施し

ていきたい。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・取消処分講習（飲酒クラス）にお

いて、アルコール依存症のおそれ

のある者に対し、相談や治療の勧

奨を、引き続き実施します。

飲酒習慣の改善等に関する指導を

実施するとともに、治療の勧奨を

実施した。

特になし。 運転免許課

・刑務所や保護観察所と連携し、飲

酒運転事犯者に対する相談や治療

につなげる取組を推進します。

・年１回保護観察所との連絡会を

実施する

・当センターが開催しているグル

ープミーティングに保護観察中の

当事者や保護観察官の参加を受入

れる。

・令和６年５月、保護

観察所との連絡会を

実施した。

・保護観察所と連携し

て、参加の受入れ準備

を進めている。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・暴力・虐待、酩酊による事故を起

こした者や自殺未遂者等につい

て、アルコール依存症が疑われる

場合は、精神保健福祉センターや

保健所等を中心に、関係機関が連

携し、相談や支援、治療につなぐた

めの取組を推進します。

女性相談センターや地域自殺対策

推進センターの相談や、保健所等

の精神保健福祉相談において、ア

ルコール問題を抱える方がいる場

合には、精神保健福祉センターの

依存相談や医療機関につないでい

く。

実施中 障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・アルコール依存症の回復過程か

らクロスアディクションとなるこ

とを防止するため、ギャンブル等

による依存のほか、ゲーム障害等

の様々な依存症に対する理解の促

進を図ります。

クロスアディクションを経験した

方の体験談等を含め、2/22（土）に

依存症フォーラムを開催。

－ 障害福祉課
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資料１－３

（４）医療の充実等

①アルコール健康障害にかかる医療の質の向上

②医療連携の推進

③治療ガイドラインに基づく研修の周知

・多様な依存症に対応する専門医

療機関や自助グループ、民間回復

支援施設（ダルク）等との連携の

下、アルコール依存症者を早期に

適切な支援につなげることで、ク

ロスアディクションへの進行を予

防します。

電話相談や面接相談にて、必要に

応じて医療機関や自助グループ等

を紹介し、適切な治療や支援につ

ながるよう情報提供する。

実施中 障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・依存症対策全国センターが実施

する専門研修や県依存症治療拠点

機関が実施する研修等を通じて、

依存症治療に係る人材育成を推進

し、県内における依存症医療の均

てん化を図ります。

依存症全国センターが実施する研

修を各機関に案内した。

４名の方がアルコール関連の全国

研修を受講予定。

申込者に対して受講

決定者の人数が少な

いため、引き続き国に

要望を挙げていく。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・依存症治療拠点医療機関におい

て、アルコール依存を含む依存症

に関する取組の情報発信や医療機

関を対象とした依存症に関する研

修などを実施することにより、一

般医療機関やアルコール依存症の

治療を実施していない精神科医療

機関、自助グループ等の関係機関

との連携体制（SBIRTS）を強化しま

す。

県依存症治療拠点機関において、

取組の情報発信をするとともに、

県内精神科医療機関や一般医療機

関向けに依存症医療研修を実施予

定。

－ 障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・依存症治療拠点機関をはじめ、そ

の他精神科医療機関や一般医療機

関の医療従事者に対し、減酒によ

る治療を選択肢として新たに盛り

込んだ治療ガイドラインに基づき

国が実施する研修の周知を図りま

す。

飲酒ガイドラインを利用した普及

啓発について検討中

令和６年度は具体的

な取組ができなかっ

たため、令和７年度に

実施したい。

障害福祉課
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資料１－３

３ 回復支援・再発予防

（１）社会復帰の支援

①就労及び復職の支援

②アルコール依存症からの回復支援

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・アルコール依存症の当事者の回

復、社会復帰の支援が円滑に進む

よう、アルコール依存症が回復す

る病気であること等を、社会全体

に啓発し、アルコール依存症に対

する理解を促します。

令和６年４月に静岡県断酒会と連

携し、静岡県アルコール健康障害

対策啓発フォーラム（併催：全日本

断酒連盟第 51回中部ブロック（静

岡）大会）を開催した。令和７年２

月 22日に県依存症フォーラムを開

催。

アルコール健康障害

対策啓発フォーラム

では 423名の方に御参

加いただき、アルコー

ル健康障害対策につ

いての取組等を説明

した。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・アルコール依存症が疑われる者

に対しては、適切な医療機関や相

談窓口、自助グループ等を紹介す

るなど断酒に向けた支援を行いま

す。

電話相談や面接相談にて、必要に

応じて医療機関や自助グループ等

を紹介し、適切な治療や支援につ

ながるよう情報提供する。

随時依存相談を実施

している。

障害福祉課

・依存症からの回復のための当事

者向けグループミーティングを開

催します。

県内の医療機関や自助グループ等

と連携を図りながら、当事者が集

まり依存症からの回復を目指すグ

ループミーティングを実施する。

実施中 障害福祉課

・アルコール依存症者が医療機関

での受診後又は退院後において、

社会復帰を視野に入れた支援（生

活上の指導等や民間支援団体の紹

介）に取り組みます。

平成 30年度より受診後の患者支援

事業を実施。依存症治療拠点機関

において、精神科病院を受診後又

は退院後の依存症患者に対して、

自助グループ等の民間団体と連携

した支援を実施している。

実施中 障害福祉課
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資料１－３

（２）民間団体の活動に対する支援

①当事者及びその家族への支援

②自助グループの活動に関する情報の発信

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・アルコールに関する問題を抱え

る方やその家族が自助グループ等

の支援機関につながるよう、その

活動を支援するとともに、精神保

健福祉センターや保健所におい

て、地域の社会資源である自助グ

ループ等と連携し、依存症者リカ

バリーミーティングや家族向け講

演会等に取り組みます。

・県内の医療機関や自助グループ

等と連携を図りながら、当事者が

集まり依存症からの回復を目指す

グループミーティングを実施す

る。

・自助グループと連携し、アルコー

ル問題を抱える家族への講演会を

年１回開催する。

・令和６年 11月、アル

コール問題を抱える

家族への講演会を開

催した。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・回復支援・再発防止における自助

グループの果たす役割は重要であ

り、当事者及び家族等がその活動

への参加につながるよう、自助グ

ループの役割や活動内容等をイン

ターネットなど様々な情報媒体を

通じて発信します。

各研修会やフォーラム等での自助

グループの概要や役割の照会、リ

ーフレットを配布した。

県民だよりにエント

リーしたが掲載に至

らなかったため、引き

続きエントリー等を

行っていく。

障害福祉課
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資料１－３

４ 基盤整備

（１）アルコール健康障害対策の体制整備

（２）人材の確保等

（３）調査研究の活用等

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・精神保健福祉センター及び保健

所を相談拠点として明確化し、早

期介入手法の普及による機能強化

を図るとともに、依存症治療拠点

機関と地域の医療機関との連携に

より、依存症治療に対応できる体

制を整備します。

精神保健福祉センターでの依存相

談等を実施している。

実施中 障害福祉課

・医療、保健、福祉、教育、自助グ

ループ、警察等関係機関で組織す

る協議会を定期的に開催し、連携

強化を図るとともに、計画の進行

管理や実情に即した課題の把握等

に努めながらアルコール健康障害

対策を着実に推進します。

令和６年９月に静岡県アルコール

健康障害対策連絡協議会を開催。

予定どおりの開催が

できた。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・保健、医療及び福祉等の分野に従

事する支援者向けにアルコール健

康障害に対する理解や知識の啓

発、対応方法習得のための研修会

を開催します。

精神保健福祉センターにおいて、

年１回、依存症問題従事者研修を

開催する。

令和６年１１月、依存

症問題従事者研修を

開催した。

障害福祉課

・依存症対策全国センターが実施

する専門研修や県依存症治療拠点

機関が実施する研修等を通じて、

依存症治療に係る人材育成を推進

し、県内における依存症医療の均

てん化を図ります。（再掲）

依存症全国センターが実施する研

修を各機関に案内した。

４名の方がアルコール関連の全国

研修を受講予定。

申込者に対して国の

受講決定者の人数が

少ないため、引き続き

国に要望を挙げてい

く。

障害福祉課

施策 具体的取組 反省点・課題 担当課

・アルコール健康障害に係る実態

把握に努め、施策の充実を図りま

す。

引き続き NDB データや厚生労働科

学研究等の研究データを収集し、

アルコール健康障害に関する実態

把握に努め、県計画や施策に反映

する。

アルコール健康障害

に関する最新データ

(NDB データ)の提供が

なく実態を把握する

のが難しい。

障害福祉課
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資料 1-4

第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の活動指標

【重点目標１】学齢期の段階から飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、将来にわたるアルコール健康障害の発生を予防

指標項目 現状

（R4 実績）

目標

（R11 まで）

実績

（Ｒ６）

説明 担当課

学校が実施する薬物乱用防止教室（薬学講座）

等での指導

全校実施 （毎年度）

全校実施

全校実施 学校が実施する薬物乱用防

止教室（薬学講座）等での指

導

健康体育課

市町（健康づくり担当課、母子担当課等）への

アルコールに関する情報提供回数

年３回 （毎年度）

年２回

年２回 R6.7、R6.12 に冊子を送付 健康増進課

特定保健指導に関する研修会におけるアルコ

ールに関する講義の開催回数

年１回 （毎年度）

年１回

年１回 R6.7.5 に実施 健康増進課

県民向けフォーラム等の開催回数 年１回 （毎年度）

年１回

２回 アルコール健康障害対策フ

ォーラム（R6.4）

依存症フォーラム（R7.2）

障害福祉課

ゲートキーパーの養成数 計 64,605 人 （2027 年度）

累計 86,000 人

70,638 人 数字は R5 年度末実績

R6年度も市町と協力して実

施中

障害福祉課
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資料 1-4

第２期静岡県アルコール健康障害対策推進計画の活動指標

【重点目標２】アルコール健康障害に関する予防及び相談から治療、回復支援に至る切れ目のない支援体制の整備

指標項目 現状

（R4 実績）

目標

（R11 まで）

実績

（Ｒ６）

説明 担当課

SBIRTS 普及促進セミナーの開催回数 年１回 （毎年度）

年１回

年１回 （公社）全日本断酒連盟が

主催、県共催により、令和６

年 12 月に開催した。

精神保健福

祉センター

依存症相談拠点として県精神保健福祉センタ

ーが主催するアルコール依存症に関する相談

会の実施回数

年 58 回 （毎年度）

年 60 回

年 36 回

（実施予定）

中部で月３回実施中。 精神保健福

祉センター

アルコール依存症対策の関係機関による連絡

協議会の開催回数

年２回 （毎年度）

年１回

年１回 令和６年９月に開催。 障害福祉課

依存症治療拠点機関が実施する医療従事者向

け研修の受講者数

82 人 （R6～11 年度）

累計 270 人

集計中 令和７年１月から３月にか

けて３回実施予定。

障害福祉課

依存症対策全国センターが実施する指導者養

成研修の受講者数

２人 （毎年度）

３人

４人 受講決定人数

※申込者は 15 名

障害福祉課
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資料 2-1

第２期ギャンブル等依存症対策推進計画の取組状況

１ 「第２期ギャンブル等依存症対策推進計画」の策定

第１期計画の策定から３年が経過したことから、これまでの取組みにおける課題

や近年のギャンブル等を巡る状況の変化を踏まえ、計画期間を令和６年度から令和

８年度までの３年間とする第２期計画を策定した。

２ 計画の概要

※詳細は【資料 2-2】を御参照ください。

３ 基本的施策

計 画 の

位置付け

都道府県の実情に即したギャンブル等依存症対策の推進に関する計画

(ギャンブル等依存症対策基本法第 13 条第１項) 努力規定

計画期間 令和６年度～令和８年度（３年間） ※３年ごとに見直し

基本理念

１ ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の各段階に応じた予防対

策の実施や御本人及び御家族への支援による、誰もが健康で安心し

て暮らすことのできる共生社会の実現

２ 多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等に関する施策との有機的な連

携

３ アルコール、薬物等への依存に関する施策との有機的な連携

重点目標

１ 学齢期の段階からギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及を

徹底し、将来にわたるギャンブル等依存症の発症を予防

２ ギャンブル等依存症に関する予防及び相談から治療、回復支援に至

る切れの目ない支援体制の整備

１ 発症予防

・正しい知識の普及啓発、教育の振興
・不適切なギャンブル等への誘引防止
・こころの健康づくり
・ゲーム障害、ネット依存の啓発

２ 進行予防 ・相談支援の充実
・医療の充実

３ 回復支援

再発予防

・社会復帰の支援
・自助グループの活動に対する支援

４ 諸問題への対応
・多重債務問題や違法ギャンブル取締への取組
・クロスアディクションに関する理解促進

５ 基盤整備
・依存症対策の体制整備
・人材の確保、調査研究の活用
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資料 2-1

４ 取組状況

・依存症支援者研修

依存症に関する相談対応の向上や依存問題を抱える者に対する効果的な支援に

関する基礎知識を習得するため、相談支援者や医療従事者向けの研修を実施する。

※各機関の取組については、【資料 2-3】【資料 2-4】を御参照ください。

・依存症フォーラム

・ゲーム障害・ネット依存対策事業

令和元年５月、WHO によりゲーム障害が精神疾患に位置づけられたことから、ゲ

ーム障害・ネット依存への対策として、ワークショップ及び回復支援プログラムを

実施している。※聖明病院に委託、ワークショップは県教育委員会との共催

○ゲーム障害・ネット依存対策ワークショップ

○ゲーム障害・ネット依存対策回復支援プログラム（令和６年度計画）

沼津、静岡、浜松の３会場で５回ずつ、計 15 回開催。

事業年度 開催日 研修テーマ 依存症の種別 参加者数

令和５年度 R5.9.14
ギャンブル障害の基礎知識と

SAT-G を用いた支援
ギャンブル等 47 名

令和６年度 R6.11.29

依存症対策基礎研修

～相談者への対応とつなぎ方～

（集合開催）

依存症全般 26 名

日時 令和７年２月 22 日（土） 午後１時から午後４時まで

場所 静岡県男女共同参画センターあざれあ

内容

○基調講演「アディクション（依存症）の移り変わりを考える」

講師：静岡福祉大学社会福祉学部 学部長 長坂 和則 氏

○パネルディスカッション

「依存症からの回復のプロセスと近年のネットによる購入への変化」

コーディネーター： 長坂 和則 氏

パネリスト：アルコール依存症の当事者（静岡県断酒会、ＡＡ）、薬物依存症の当

事者（スルガダルク）、静岡市公営競技事務所職員

開催日 会 場 参加者数

R6.5.25 富士 富士市交流プラザ ４名

R6.7.20 沼津 プラサヴェルデ 15 名

R6.9.7 静岡 静岡県男女共同参画センター「あざれあ」 10 名

R6.11.23 オンライン Ｚｏｏｍアプリを使用 12 名

R6.12.21 掛川 県総合教育センター ２名

R7.3.29 浜松 クリエート浜松 実施予定

計 43 名
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資料 2-1

５ ギャンブル等依存症対策連絡協議会について

※全文については、県のホームページにて公開しております。

６ セルフチェック（スクリーニングテスト）の活用について

県（障害福祉課）では、家族や身の回りの方が依存症であることに早期に気づき、

カウンセリングや治療に結びつけるため、様子がおかしいと感じたときに活用でき

る簡易版のチェックリストの普及を進めていくことを検討している。

日時 令和６年 10 月 17 日（木） 午後３時から４時 30 分まで

場所
静岡県静岡総合庁舎 本館７階第８会議室

（静岡市駿河区有明町２－２０）

意見

（抜粋）

・ここ２～３年でギャンブル依存症の深刻化がめざましい。入院患者も増加傾

向。

・今までは圧倒的にパチンコ・パチスロの方が多かったが、現在はオンライン

カジノの方が増えた。どこでもできるようになったため依存の形成が速く、金

額も高額になってきている。

・ギャンブル依存症の方は、入院するまで仕事が続いている。自殺未遂を起こ

しているのに会社に行く意欲はあるといったように、病識のなさが特徴。社会

との接点があるのはよいことだが、病識がないのは問題点。

・お金が絡むので家族を苦しめてしまうケースがある。ギャンブルで発生した

借金から闇バイトにつながってしまうケースがある。

・依存症に陥ってしまう人は根が真面目であること。「借金を返さなくてはいけ

ない。」という思いが強すぎてリストカットにつながってしまうケースでは、今

感じている生きづらさを他のものに転嫁してしまっている。当人には、何かに

依存することによって現実の嫌なことを少しでも忘れたいという思いがある。

本人の生きづらさを聞いてあげることが大切。その場で問題が解決しなかった

としても、言わせてあげる場を設けてあげるということにも意味がある。

・ゲーム障害・ネット依存の相談に乗って欲しいという声も多くいただいてい

る。子供達に対しては、難しい言葉ではなく、わかりやすい言葉で依存症につ

いて伝えることが大切。スマホのゲームのいわゆる「ガチャ」から「賭ける」

という体験をし、ギャンブル等依存症につながりやすくなっているので、予防

していくことが大切である。
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・ギャンブル依存診断のためのスクリーニングテスト
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・ゲーム依存、ネット依存診断のためのスクリーニングテスト

※障害福祉課リーフレット「もしかしたらゲーム依存・ネット依存？」
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Ⅰ　計画策定の趣旨等

１　計画策定の趣旨

ギャンブル等依存症は「やめたくてもやめられない」状態であり、本人及びその家族
の日常・社会生活に影響が生じるだけでなく、多重債務や犯罪等深刻な事態が
生じる場合がある。
令和３年３月に静岡県ギャンブル等依存症対策推進計画を策定し、ギャンブル
等依存症の発症、進行、予再発の各段階に応じた予防対策を講じてきた。
これまでの取組から明らかになった課題や、2022年３月に改訂された国の基本
計画を踏まえ、第２期静岡県ギャンブル等依存症対策基本計画を策定する。

２　計画の位置づけ・計画期間

ギャンブル等依存症対策基本法第13条に基づく県計画
令和６年度～令和８年度（３年間）

Ⅱ　ギャンブル等をめぐる状況

1　国ギャンブル等依存症対策推進基本計画の改定

2　公営競技(浜名湖競艇・浜松オート)におけるインターネット投票の状況

３　ギャンブル等依存に関する課題感

Ⅳ　施策体系（重点目標を対策ごと細分化）

県民向け依存症フォーラム等の
開催 年１回 毎年度

年１回
高等学校におけるギャンブル等依存症を
含む精神疾患に関する指導の実施

各校にて
実施

毎年度
継続実施

ゲートキーパーの養成 64,605人
累計

86,000人
(2027年)

ゲーム障害・ネット依存対策
ワークショップ開催 年６回 毎年度

継続実施

精神保健福祉センター主催の
相談会実施回数 年58回 毎年度

年60回

医療従事者向け研修の受講
者数 83人 R6～8年

累計240人

リカバリーミーティングの実施 年36回 毎年度
年36回

依存症者家族向け講演会の
開催 年１回 毎年度

年１回

連絡協議会の開催回数 年１回 毎年度
年１回

－ － －

Ⅴ　推進体制等

●関連施策との有機的な連携
　 静岡県保健医療計画、静岡県健康増進計画及び静岡県アルコール健康障害対策推進計画に基づく施策との有機的な連携
●推進体制　　　　庁内関係課室等と相互連絡・調整を行い、本計画の取組を推進

●進行管理　　　  国の実態調査の結果を踏まえて、計画の有効な指標を設定　　　  必要に応じた計画の見直し

発
症
予
防

正しい知識の普及・教育
及び不適切なギャンブル
等を防止する社会づくり

【正しい知識の普及啓発、教育の振興等】
　・依存症の理解を深めるための普及啓発
　・児童生徒に対する『コントロール障害』の理解促進
【不適切なギャンブル等への誘引防止】
　・ギャンブル等依存症の予防に配慮した広告宣伝
【こころの健康づくり】
　・学校、職場、地域等でのメンタルヘルス対策の推進
【ゲーム障害、ネット依存の啓発】
　・教育関係者、一般県民に対する理解促進

関連
問題
への
対応

関連する諸問題に対応
する機関の連携

【多重債務問題への取組】
　・消費生活センターなど相談機関での対応強化
【違法なギャンブル等の取締りの強化】
　・違法ギャンブル等に対する取締り
【クロスアディクションの理解促進】
　・依存症支援者研修等での周知

進
行
予
防

誰もが相談できる相談場
所と必要な支援につなげ
る連携体制づくり

【相談支援の充実】
　・相談支援体制の充実と本人・家族への支援
　・相談支援者の育成
　・消費生活相談における適切な対応

医療の充実と連携の促進 【ギャンブル等依存症に係る医療の充実】
　・医療従事者養成　　・医療連携の推進

回
復
支
援

再
発
予
防

ギャンブル等依存症である
者が円滑に回復・社会復
帰するための体制づくり

【社会復帰の支援】
　・自助グループと連携した回復支援
【民間団体の活動に対する支援】
　・自助グループが担う役割の周知、活動支援

基
盤
整
備

ギャンブル等依存症対策
に向けた体制の整備、人
材の確保、調査研究

【依存症対策の体制整備】
　・包括的な連携体制の構築
【人材の確保】　【調査研究の活用】
　・依存症相談指導者研修(国実施)への参加

段階 施策の方向性 基本的施策・主な取組 主な活動指標 現状(R4) 目標値

消費生活相談員による相談支
援の継続実施 継続実施 継続実施

依存症支援者向け研修の実
施回数 年１回 毎年度

年１回

Ⅲ　計画の基本的な考え方

１　基本理念
ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の各段階に応じた予防対策を適切に実施するとともに、ギャンブル等依存症である者やその家族
が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるよう支援することで、誰もが健康で安心して暮らすことのできる共生社会の実現を目指す。
ギャンブル等依存症が、多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の問題に密接に関連することに鑑み、これらの問題に関する施策との有機的
な連携を図る。
医療提供体制の整備や相談支援において相互活用を図るなど、アルコール、薬物等に対する依存に関する施策との有機的な連携を図る。

２　重点目標
ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及を徹底し、将来にわたるギャンブル等依存症の発症を予防

ギャンブル等依存症に関する予防及び相談からの治療、回復支援に至る切れ目のない支援体制の整備

社会
状況の
変化

生活様式の変化等により、公
営競技におけるインターネット
投票の利用が増加

自治体における相談拠点や専門
医療機関の整備が進み、依存症
対策の体制整備が全国的に進展

今後の
取組の
方向性

社会状況の変化を踏まえ、イ
ンターネット投票における依存
症対策の充実

依存症対策の更なる発展のため、
関係機関の連携の強化を進め、包
括的な支援の実現

◆昨年度の【静岡県ギャンブル等依存症対策連絡協議会】での主な意見
・インターネット投票の普及による影響 
　⇒低年齢化、賭け金額の高額化　※目に見えない者への啓発に苦慮 
　⇒より安易に賭け事ができる環境(スマホで決済まで完結できる) 
・オンラインカジノ…ギャンブルの入口として若者が利用しやすい環境 
・消費相談ではデジタル関係(課金)の相談が増えている 
　⇒低年齢からの消費者教育が重要(SNSによる啓発等)  
・デジタル化の進行により、実感が薄くなることでトラブル(被害)が大きくなる 

◆その他、診療・相談等を通じての課題感
・本人にギャンブル依存の認識(病識)がない⇒相談・治療につながりにくい
・ゲーム、ネットへの依存に関して、保護者からの相談が増加している傾向
・消費者相談ではデジタル関係(課金)の相談が増加している

第２期静岡県ギャンブル等依存症対策推進計画の概要　※下線部は前期計画から変更したもの

※オンラインゲームの依存性
オンライン チームで参加⇒やめられない　　飽きさせない工夫⇒終わりがない

課金(ガチャ) 金銭的な影響が大きい　※子ども…浪費している認識が薄い
ランキング 現実世界では得られにくい達成感・自己肯定感を満たしやすい

資料２－２
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第２期静岡県ギャンブル等依存症対策推進計画の取組状況（詳細）

１ 発症予防

（１）正しい知識の普及啓発

① 依存症の理解を深めるための普及啓発

・ ギャンブル等依存症を含む依存症全般の知識に関するリーフレット等を関係事

業者及び保健所を始めとする相談窓口等に配布し、依存症の知識に関する普及

啓発に継続的に取り組みます。 （障害福祉課）

・ ギャンブル等依存症問題啓発週間（毎年５月14日から同月20日まで）を通じ

て、県、市町、関係事業者等が連携し、ギャンブル等にのめり込むリスクや依

存症に関する正しい知識の普及啓発に取り組みます。 （障害福祉課）

ギャンブル等依存症が病気であることが県民に十分に理解されておらず、適切

な医療や相談窓口につながりにくい状況があります。

また、病気に気付かず、家族や周囲の人がギャンブル等による借金を肩代わり

してしまうことで、本人の立ち直りの機会を奪ってしまう場合があります。

このことから、社会全体におけるギャンブル等依存症に関する正しい知識を積

極的に普及啓発するため、以下の取組を実施します。

令和６年度実施（予定）内容

本計画関係機関に対して、依存症全般に係る啓発リーフレットを配布した。

これまでの取組における課題等

リーフレットの配架・配布等を通じて、継続的な周知が必要である。

今後の方向性

引続き関係機関に対するリーフレット配布を通じ、依存症の知識に関する普及啓発を継

続的に取り組む。

令和６年度実施（予定）内容

各健康福祉センター、市町及び計画関係機関に対して、ギャンブル等依存症問題啓発週

間に係る啓発ポスターを配布するとともに、県庁本館前に立看板を設置することでギャ

ンブル等依存症に係る啓発に取り組んだ。

これまでの取組における課題等

リーフレットの配架・配布等を通じて、継続的な周知が必要である。

今後の方向性

引き続き同週間における普及啓発に取り組む。
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・ 広く県民を対象とした講演会等の実施、県ホームページやSNS等のメディアの

活用による情報発信を通じ、ギャンブル等依存症に関する知識の普及啓発に取

り組みます。 （障害福祉課）

② 関係事業者による普及啓発

・ 関係事業者は、公営競技場やぱちんこ営業所内において、ギャンブル等依存症

の予防等に配慮した注意喚起標語を記載したポスター等の掲示やリーフレット

等の配布等、ギャンブル等依存症の発症予防につながる普及啓発に継続的に取

り組みます。

令和６年度実施（予定）内容

令和７年２月22日に県民を対象に依存症フォーラムを開催

これまでの取組における課題等

依存症者本人やその御家族のみならず、各種相談機の関従事者に対する依存症問題への

理解促進や自助グループ等との連携が重要である。

今後の方向性

引き続き県民向けのフォーラムを企画するとともに、県ホームページの編集やSNS等で

の情報発信を通じて、ギャンブル等依存症に関する知識の普及啓発に取り組む。

（浜名湖ボート）

ギャンブル等依存症の予防等に配慮した注意喚起標語を記載したポスター等の掲示、リ

ーフレット等の配布

（静岡競輪）

競輪場内において、ギャンブル等依存症の予防等に配慮した注意喚起標語を記載したポ

スター等の掲示やリーフレット等の配布等、ギャンブル等依存症の発症予防につながる

普及啓発に継続的に取り組みます。

（伊東温泉競輪）

令和５年度の取組を継続実施する。

（浜松オート）

4/19 から5/20までギャンブル等依存症問題啓発週間の周知として、場内にポスターを

掲示し、ホームページ、場内モニター、CS放送で周知した。

普及啓発として、相談窓口でのリーフレットの配布、出走表、ホームページ、場内モニ

ター、CS放送での定期的なテロップやアナウンスにより、継続的に取り組む。

（静岡県遊戯業共同組合）

継続実施。
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③ 消費者向けの総合的な情報提供

・ 消費者庁が示している、ギャンブル等依存症に関する注意喚起・普及啓発リー

フレット等を県内の消費生活センターに配架するとともに、その活用を働きか

けるなど、県民への情報提供に取り組みます。 （県民生活課）

・ 県ホームページを始めとした、多様な広報媒体を活用し情報提供を行うことに

より、県民に対する多重債務問題についての啓発や相談窓口の周知を図ります。

（県民生活課）

令和６年度実施（予定）内容

依存症問題についての個人向け及び家族向けのリーフレットを、県庁、各県民生活セン

ター、賀茂広域消費生活センターでの配架やキャンペーン等での配布を通じて、周知を

行った。

これまでの取組における課題等

リーフレットの配架・配布等を通じて、継続的な周知が必要である。

今後の方向性

引き続き、県民生活センター等においてリーフレットを配架するとともに県民にその活

用を働きかけ、注意喚起・普及啓発を行っていく。

令和６年度実施（予定）内容

県ホームページ、県民だより、チラシ・ポスター等において相談窓口の周知を行った。

また、12月の静岡県多重債務相談推進月間において、市町、福祉団体等に協力を要請

し、相談会案内のリーフレットを配布し周知を行った。

これまでの取組における課題等

なし

今後の方向性

継続実施
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④ 青少年等に対する普及啓発の推進

・ 新たに大学生・社会人となった青少年や若い世代に対し、ギャンブル等依存症

問題啓発週間や子供・若者育成支援推進強調月間（毎年11月）等において、リ

ーフレット等の配布や情報発信を通じ、知識の普及に取り組みます。

（社会教育課）

（２）教育の振興等

① ギャンブル等依存症に関する教員の理解の促進

・ 学校においては、教員用指導参考資料「『ギャンブル等依存症』などを予防する

ために」を活用して、ギャンブル等依存症を含む精神疾患について指導に当た

ります。 （健康体育課）

2022年度から実施された新学習指導要領において、保健体育科の指導内容とし

て、新たにギャンブル等依存症など依存症を含む精神疾患が取り上げられること

となったため、学校において指導する上で参考となる資料の活用などにより、教

員等の理解を深めていきます。

令和６年度実施内容

令和６年11月９日(土）に御前崎市で開催した「子供・若者育成支援推進強調月間静

岡県大会」で、来場者にリーフレットを配布予定した。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施

令和６年度実施（予定）内容

教師用指導参考資料の活用も含め、学習指導要領に従い、各校で実施している。

これまでの取組における課題等

特に課題としては把握していない。

今後の方向性

「継続実施」
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② 保護者等への普及啓発の推進

・ 保護者会、ＰＴＡ総会で学校に保護者が来校する機会等を捉えて、ギャンブル

等にのめり込むリスク等について周知します。 （健康体育課）

令和６年度実施（予定）内容

リーフレットもしくはデータで各校に送付し、保護者との連絡アプリ等で配布及び周知

を行う予定である。

これまでの取組における課題等

配布の際に、学校が説明する保護者向けの短い説明文のようなものがあれば、より深い

意識啓発が可能。

今後の方向性

「継続実施」
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（３）不適切なギャンブル等への誘引防止

① ギャンブル等依存症の予防に配慮した広告・宣伝

・ 公営競技事業者は、メディア側の基準（「一般社団法人日本民間放送連盟放送基

準」等）に基づき、投票券購入を想起させる表現、高額的中がある旨の表現、

ゴール映像等を用いない等、射幸心をあおる内容にならない広告・宣伝を行い

ます。

・ ぱちんこ営業者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23年法律第122号。以下「風営適正化法」という。）に基づき、著しく射幸心

をあおる内容にならない広告・宣伝を行います。

ギャンブル等への依存を防止するためには、関係事業者による広告・宣伝の在

り方やアクセス制限など、依存を生じさせない環境づくりが重要となります。

射幸心をあおる内容の広告・宣伝を抑制するとともに、インターネット投票の

利用増加を踏まえた本人・家族申告によるアクセス制限の強化、20歳未満の者等

による投票券の購入や利用の禁止等により、不適切なギャンブル等への誘引を防

止するため、以下の取組を実施します。

（浜名湖ボート）

令和４年3月に制定された「ボートレース広告・宣伝指針」等に基づいた広告・宣伝の

継続実施。

（静岡競輪）

・「競輪の広告・宣伝に関するガイドライン」や「一般社団法人日本民間放送連盟放送

基準」に基づき、投票券購入を想起させる表現、高額的中がある旨の表現、ゴール映像

等を用いない等、射幸心をあおる内容にならない広告・宣伝を行います。

（伊東温泉競輪）

令和５年度の取組を継続実施する。

（浜松オート）

オートレース業界で独自に策定した広告指針（ガイドライン）に基づき、ギャンブル等

依存症の予防に配慮した広告・宣伝を行う。

（静岡県遊戯業共同組合）

継続実施
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・ 風営適正化法第16条に基づき、ぱちんこ営業者が、その営業につき、営業所周

辺における清浄な風俗環境を害するおそれのある方法で広告又は宣伝を行わ

ないよう指導を行います。 （生活保安課）

② 本人・家族申告によるアクセス制限の強化

・ 関係事業者において、ギャンブル等依存症発症のおそれがある者やその家族が

利用をやめること等を望む場合に、その申告に基づいて行うアクセス制限に関

する取組を引き続き行います。

令和６年度実施（予定）内容

パチンコ営業所に対する立入りを行っているが、店内の広告について清浄な風俗環境を

害するおそれのある広告等は確認されていない。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施

（浜名湖ボート）

本人希望による「浜名湖競走場における入場制限の同意書」を提出してもらう。

（静岡競輪）

・ギャンブル等依存症発症のおそれがある者やその家族が利用をやめること等を望む場

合に、その申告に基づいて行うアクセス制限に関する取組を引き続き行います。

（伊東温泉競輪）

令和５年度の取組を継続実施する。

（浜松オート）

本人やその家族から入場禁止の申告があった場合は、入場禁止の措置を実施するように

場内の警備員に周知した。（R6.4～8月は実績なし。）

（静岡県遊戯業共同組合）

継続実施

令和６年８月28日現在、自己申告プログラム導入状況193店舗(100％）、家族申告プロ

グラム導入状況190店舗(97.9％）で、家族申告プログラムの100％導入に務める。
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③ 20歳未満の者等の利用の禁止等

・ 関係事業者は、公営競技場内及びぱちんこ営業所内において、場内アナウンス

等による注意喚起、警備員等の声かけや年齢確認、 巡回強化等を行い、20歳

未満の者による投票券の購入・利用の禁止、18歳未満の者による営業所内への

立入及び遊技禁止の強化に取り組みます。

（浜名湖ボート）

出走表、広告物、場内放送、場内映像、ステッカーの添付、巡回警備強化等による20

歳未満の者への注意喚起等を実施。

（静岡競輪）

・競輪場内において、場内アナウンス等による注意喚起、警備員等の声かけや年齢確認、

巡回強化等を行い、20歳未満の者による投票券の購入・利用の禁止、18歳未満の者に

よる営業所内への立入及び遊技禁止の強化に取り組みます。

（伊東温泉競輪）

令和５年度の取組を継続実施する。

（浜松オート）

入場口で警備員等が、20歳未満の者の単身での入場を監視し、入場禁止の措置を行う。

また、場内巡回、車券発売機へのステッカー、出走表、ホームページ、場内モニター、

CS放送での定期的なテロップやアナウンスにより、注意喚起を促す。（R6.4～8月は20

歳未満の者の単身での入場がなかったため、実績なし。）

（静岡県遊戯業共同組合）

継続実施
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（４）こころの健康づくり

① 職場における健康づくりの推進

・ こころのＳＯＳのサインを発している従業員を早期に発見し、適切な支援を行

うことができる「ゲートキーパー」を企業内に養成するため、人事労務担当者・

衛生管理者等を対象に、職場におけるメンタルヘルスに対する理解をテーマと

した研修会を実施します。 （障害福祉課）

・ 従業員の健康づくりを推進するため、具体的な目標を宣言する「ふじのくに健

康づくり推進事業所」の拡大、優良事業所の表彰、好事例の情報発信等を実施

します。 （健康増進課）

ギャンブル等依存症は至る背景には、学校や職場、家庭等様々な場面で感じる

ストレスや、不安による孤独感が関係していると言われていることから、県民の

メンタルヘルス対策を推進する必要があります。

孤独・孤立対策や自殺対策施策との連携により、県民のメンタルヘルス対策に

取り組むことが、ギャンブル等依存症の発症予防につながると考えられるため、

以下の取組を実施します。

令和６年度実施（予定）内容

令和７年１月、３月にオン欄形式で企業の人事労務者向けのゲートキーパーを開催す

る。また、令和６年度の新規取組として、静岡県産業保健総合支援センターと連携した

職場メンタルヘルス対策に係る産業保健特別セミナーを12月に開催し、セミナーの一

駒として、県から講師として職員を派遣し、ゲートキーパー研修を実施した。

これまでの取組における課題等

産業保健特別セミナーについて参加者が16人と予想より少なかったため、周知広報の

方法に工夫が必要。

今後の方向性

来年度の実施予定については、産業保健総合支援センターと相談しながら検討してい

く。

令和６年度実施（予定）内容

「ふじのくに健康づくり推進事業所」の拡大、優良事業所の表彰、健康経営セミナーの

実施

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施
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・ 職場におけるハラスメント対策を推進するため、労働法セミナーにおいて、職

場のハラスメントの内容やその予防・解決を解説し、ハラスメントに関わる法制度

を周知啓発するとともに、各県民生活センターに労働相談窓口を設置し、パワーハ

ラスメント及びセクシャルハラスメントの相談に対応します。

（労働雇用政策課）

② 地域における健康づくりの推進

・ こころの悩みや不安を抱えた方が安心して悩みを打ち明けられるよう、「こころ

の電話」、「若者こころの悩み相談窓口」等による電話相談を実施します。

（障害福祉課）

・ 市町や各保健所、精神保健福祉センターにおいて電話や来所、訪問による精神

保健福祉相談を実施します。 （障害福祉課）

令和６年度実施（予定）内容

労働法セミナーを県内３会場（東・中・西）及びオンラインにより実施しているほか、

当該セミナーのオンデマンド配信を期間限定で一般公開している。また、東・中・西部

県民生活センターに設置している中小企業労働相談所の３つの相談窓口において労働

相談を実施している。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施

令和６年度実施（予定）内容

24時間体制で電話相談を実施している。

これまでの取組における課題等

回線が混み合ってすぐにつながれないケースがある。

今後の方向性

継続実施

令和６年度実施（予定）内容

関係機関と連携し、精神保健福祉全般に関するこころの電話相談や、依存症者本人や

家族の個別相談を行う依存相談を実施する。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施
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・ 若年層において主要なコミュニケーションツールとなっているＬＩＮＥを活用

し、若年層向けＳＮＳ相談窓口（ライン相談＠静岡）による相談を実施します。

（障害福祉課）

③ 学校における健康づくりの推進

・ 不登校やいじめ等、生徒指導上の諸問題に対応するため、養護教諭等の行う健

康相談の推進のほか、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等

の配置により、教育相談体制を強化します。

（義務教育課・高校教育課・特別支援教育課・健康体育課）

令和６年度実施（予定）内容

365日 LINE相談ができる体制を整えている。

平日： 14時～22時、 休日： 14時～21時

これまでの取組における課題等

回線が混雑しており、すぐに相談できないケースがある。

今後の方向性

継続実施を行い、回線の増強についても検討していく。

（義務教育課）

令和６年度実施（予定）内容

令和６年度は、147名のスクールカウンセラー、51名のスクールソーシャルワーカーを

任用し、教育相談等を実施している。

これまでの取組における課題等

児童生徒の抱える様々な問題に対応できるよう、スクールカウンセラー及びスクールソ

ーシャルワーカーを拡充する必要があること。

今後の方向性

継続実施

（高校教育課）

令和６年度実施（予定）内容

スクールカウンセラーは34校に、スクールソーシャルワーカーは11校に配置し、教育

相談体制を強化した。

これまでの取組における課題等

発達障害等が疑われる生徒が増加し、教員では判断できない問題が増加しているため、

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーによる支援の必要がある。

今後の方向性
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・ 児童生徒が日常生活を送る上で直面する様々な困難やストレスを踏まえ、適切

に対処する方法を理解するため、「ＳＯＳの出し方に関する教育」や「心の健康

の保持」に関する教育を推進します。

（義務教育課・高校教育課・特別支援教育課・健康体育課）

継続実施

（特別支援教育課）

令和６年度実施（予定）内容

各校において、年間を通して計画的に養護教諭等が健康に関する教育を推進している。

13人のスクールカウンセラーを拠点校方式で配置している。

これまでの取組における課題等

生活基盤である家庭への支援を必要とするケースも多く、外部機関との連携がより求め

られている。

今後の方向性

継続実施。

（健康体育課）

令和６年度実施（予定）内容

新規採用養護教員研修及び新規任用養護教諭等研修会において、外部講師を招いて、養

護教諭が行う健康相談について講義演習を実施し、養護教諭の資質向上及び校内の健康

相談体制について理解を深めた。

これまでの取組における課題等

現時点では特になし。

今後の方向性

継続実施。

（義務教育課）

令和６年度実施（予定）内容

令和５年度の取組として、児童生徒への予防教育（道徳や保健体育も含む）について、

全ての学校で実施している市町が20市町、一部の学校で実施している市町が８市町で

あった。

これまでの取組における課題等

児童生徒がストレスへの適切な対処方法を理解するために「ＳＯＳの出し方に関する教

育」や「心の健康の保持」に関する教育をさらに推進する必要がある。

今後の方向性
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継続実施

（高校教育課）

令和６年度実施（予定）内容

人間関係づくりプログラム等を用いて、生徒が人間関係の構築やトラブルへの対応につ

いて学ぶ機会を設けた。

これまでの取組における課題等

SELの考え方に基づいた人間関係づくりプログラムに改訂する。

今後の方向性

継続実施

（特別支援教育課）

令和６年度実施（予定）内容

困難やストレスに対して適切に対応できる力をつけることができるよう、生徒指導担当

者が集まる場で教員研修を実施。

これまでの取組における課題等

今後も、ＳＯＳを出すスキル面だけでなく、生徒指導提要や「生命の安全教育」等の理

解を深め、児童生徒一人ひとりの発達を捉えながら指導をしていく。

今後の方向性

継続実施。

（健康体育課）

令和６年度実施（予定）内容

新規採用養護教員研修を始め各研修において、心の健康や、ＳＯＳを出している児童生

徒への気付きなどの理解を深める研修を実施した。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施
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・ 子どもが発するＳＯＳを察知し、受け止め、適切な支援につなげられるよう、

教職員を対象に、自殺予防教育の必要性等について理解を促す研修会を実施し

ます。

（義務教育課・高校教育課・特別支援教育課・健康体育課）

（義務教育課）

令和６年度実施（予定）内容

令和６年度に文部科学省主催「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」東海ブロ

ックを静岡県で開催し、自殺予防教育に関する基礎的、実践的な知識を深めた。

これまでの取組における課題等

各学校における児童生徒の自殺予防教育への理解や取組の浸透をさらに図る必要があ

る。

今後の方向性

継続実施

（高校教育課）

令和６年度実施（予定）内容

生徒指導地区研究協議会での協議のテーマの１つとして自殺予防を設定し、各学校の取

組を共有している。

これまでの取組における課題等

自殺予防教育の必要性等について各教員の理解を促す仕組みを検討する必要がある。

今後の方向性

継続実施

（特別支援教育課）

令和６年度実施（予定）内容

生徒指導連絡協議会で自殺予防やいじめ対応について理解を促す研修を行った。

これまでの取組における課題等

今後も、協議会等で自殺予防教育についての必要性等を伝えていく。

今後の方向性

継続実施。

（健康体育課）

令和６年度実施（予定）内容

養護教諭対象の研修会において、健康相談の講義を実施し、自殺予防やいじめ対応を含

む内容を取扱い、理解を促した。

これまでの取組における課題等
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④ 地域における包括的相談支援体制の構築

・ 住民に身近な市町における狭間のニーズへの対応や分野横断的な対応が可能と

なる体制整備を促進します。 （福祉長寿政策課）

・ 孤独・孤立対策に係る活動を行う民間団体等との連携を促進し、官民一体とな

った取組を促進します。 （福祉長寿政策課）

現時点ではなし。

今後の方向性

継続実施

令和６年度実施（予定）内容

体制構築に向けた専門的助言を行うアドバイザーの派遣、連携担当職員の養成研修を実

施する。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

令和６年度市町アンケートにおいては、35市町が包括的相談支援体制を整備している
と回答があった。

社会福祉法上、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備が市

町村の努力義務とされていることから、今後は、相談を包括的に受け止める場に加え、

多機関協働による支援、アウトリーチ、地域づくりに向けた支援など、包括的な支援体

制の整備を目指す。

令和６年度実施（予定）内容

ふじのくに孤独・孤立対策プラットフォームにおいて、シンポジウム・ワークショップ

等を実施する。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施
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（５）ゲーム障害・ネット依存に対する啓発

① 県民全体に対するゲーム障害・ネット依存に関する啓発

・ ゲーム障害・ネット依存に関する正しい知識の普及啓発や情報交換の場として、

依存症治療拠点機関と連携したゲーム障害・ネット依存対策ワークショップを

実施します。 （障害福祉課、社会教育課）

2019 年に、世界保健機関（ＷＨＯ）がゲーム障害を精神疾患として位置づけま

した。場所や時間を問わず遊ぶことができるスマートフォンを使用したオンライ

ンゲームは、小中高生を中心とした若年層が多く使用しています。ゲームにのめ

り込むことで、やめたくてもやめられない（コントロール障害）状態となり、心

身の健康問題のほか、射幸性の高いゲーム内課金（ガチャ）による金銭問題が生

じており、近年小中高生の保護者からの相談が増えています。

これらの特徴はギャンブル等依存症に共通する点があり、将来的にギャンブル

等依存症につながる危険性があります。

学齢期の段階から、ゲーム障害・ネット依存に関する正しい知識の普及啓発を

図る必要があるため、依存症治療拠点機関や教育委員会等と連携し、以下の取組

を実施します。

令和６年度実施（予定）内容

沼津、富士、静岡、掛川、浜松、オンラインで計６回実施する。

※浜松会場は３月29日に実施予定で、その他の会場は実施済み。

これまでの取組における課題等

参加者が集まりづらい回がある。

※年度当初の富士会場は参加者４名、掛川会場は２名であった。

今後の方向性

御参加いただいた方にはアンケート結果で概ね好評をいただいているので、ワークショ

ップ自体の周知強化に取組んでいく。
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② 学校教育における啓発

・ Ｗｅｂシステム「ネット依存度判定システム」を利用し、児童・生徒自身によ

るセルフチェックや個票結果を使用した面談、生徒指導等での活用を推進しま

す。また、生徒・児童の状況把握やデータ集約等を行い、ネット依存リスクの

状況について県民へ広く周知します。 （社会教育課）

・ 正しく安全なネット利用を図るため、家庭でのルール作りを目的としたワーク

シート「親子で話そう！！わが家のスマホルール」を配布する他、啓発活動を

担う「スマホルールアドバイザー」を養成します。 （社会教育課）

令和６年度実施（予定）内容

県内の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校に対し、「ネット依存度判定システム」

の活用を呼びかけた。

これまでの取組における課題等

児童・生徒に自身のネットの利用、生活習慣の見直しのためにシステムを利用してもら

えるよう、幅広く周知していく必要がある。

今後の方向性

回答結果の集約を行い、ネット依存の現状・リスクについて県民に広く広報していく。

令和６年度実施（予定）内容

○ワークシート「親子で話そう！！わが家のスマホルール」

県内小学校４年生・中学校１年生の保護者に２月から３月にかけて配布予定。

○スマホルールアドバイザー養成講座

９～10月にかけて、県内４会場にて養成講座を開催した。

これまでの取組における課題等

○ワークシート

・紙の配布が主であり、現時点ではデジタル化に対応できていない

・限られた学年にしか配布できておらず、スマホ所有の低年齢化に対応できていない

○スマホルールアドバイザー養成講座

・アドバイザーの数に対して、学校現場からの講義依頼が少ない

・アドバイザーのいない市町がある

今後の方向性

・上記の取組みを継続実施する。

・ワークシートのデジタル化を検討する。
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・ 携帯電話会社や警察等と連携し、小中学校での安全教室「小中学校ネット安全・

安心講座」を開催し、家庭でのルール作りやペアレンタルコントロールによる

アプリのインストール制限等の実施、フィルタリングの普及を図ります。

（社会教育課）

令和６年度実施（予定）内容

県内小中学校に「小中学校ネット安全・安心講座」の開催を呼びかけ、児童・生徒や保

護者に対し、家庭でのルール作りやペアレンタルコントロールによるアプリのインスト

ール制限等の実施、フィルタリングの利用を促進した。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施
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③ ゲームやネットへの依存に不安を抱える方に対する支援

・ 健康で安心した生活が送れるよう、ゲームやネットへの依存に不安を抱える当

事者や家族等に対し、ゲームやネットの使い方や家族とのコミュニケーション

の取り方などを学ぶプログラムを実施します。 （障害福祉課）

・ 「ニートやひきこもり、不登校等の悩みに個別に応じる合同相談会」で、ネッ

ト依存やゲーム障害について個別相談ができるブースを出展します。

（社会教育課）

令和６年度実施（予定）内容

東部・中部・西部の３会場で、５回ずつ、ゲーム障害・ネット依存対策回復支援プログ

ラム（御本人向け、御家族向け）を実施している。

これまでの取組における課題等

参加者が集まりづらい回がある。

今後の方向性

アンケート結果によると御参加いただいた方には概ね好評をいただいているので、回復

支援プログラム自体の周知強化に取組んでいく。

令和６年度実施（予定）内容

「ニートやひきこもり、不登校等の悩みに個別に応じる合同相談会」において、医療機

関と連携し、ネット依存やゲーム障害について個別相談ができるブースを出展した。

これまでの取組における課題等

相談者数が極端に少ない会場があるため、関係機関等を通じ、周知を徹底していく必要

がある。

今後の方向性

継続実施
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２ 進行予防

（１）相談支援の充実

① 相談支援体制の充実及び本人・家族への支援

・ 精神保健福祉センターや保健所等を中心として、ギャンブル等依存症である者

及びその家族が気軽に相談できるように、県ホームページやSNS等のメディア

を活用して県民に広く周知を図ります。 （障害福祉課）

・ 依存症に関する正しい知識を深めるため、広く県民を対象とした講演会等を実

施し、本人及び家族がギャンブル等依存症に対する理解を深め、適切な支援窓

口に円滑につながることができるよう支援を行います。 （障害福祉課）

ギャンブル等依存症の進行予防には、早期発見・早期介入が重要であることか

ら、関係機関において相談支援体制の充実を図るため、以下の取組を実施します。

令和６年度実施（予定）内容

令和７年１月、精神保健福祉センターの依存症のホームページを最新の情報に更新し

た。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施

令和６年度実施（予定）内容

令和７年２月22日に県民を対象とした依存症フォーラムを開催。

これまでの取組における課題等

依存症者本人やその御家族のみならず、各種相談機関の従事者に対する依存症問題への

理解促進や自助グループ等との連携が重要である。

今後の方向性

引き続き県民向けのフォーラムを企画するとともに、県ホームページの編集やSNS等で

の情報発信を通じて、ギャンブル等依存症に関する知識の普及啓発に取り組む。
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・ ギャンブル等依存症である者やその家族等に対しては、関係機関による相談会

や自助グループによるミーティング等の活動につなぐなどの支援を行います。

（障害福祉課）

② 相談支援者の育成

・ ギャンブル等依存症に関連して生ずる多重債務、貧困、虐待、DV、その他家族

間トラブル等の防止のため、保健所、市町、関係団体及び関係事業者等の相談

支援者が、ギャンブル等依存症である者やその家族に対し、適切な指導を行い、

早期治療につなげることができるよう、依存症に関する知識の習得や対応方法

等に関する研修を実施します。 （障害福祉課）

令和６年度実施（予定）内容

医療機関や自助グループと連携し、依存症者本人や家族の個別相談を行う依存相談

や、依存症者の回復プログラムであるリカバリーミーティングを実施する。

これまでの取組における課題等

リカバリーミーティングについては新規参加者数が安定しない。

今後の方向性

ホームページへの掲載や関係機関と連携を通じて周知していく。

令和６年度実施（予定）内容

依存症問題に従事する支援者が、依存問題を抱える者に対する効果的な支援を行うた

めの基礎知識を習得することを目的に、令和６年11月に研修会を開催した。

これまでの取組における課題等

参加者が依存症に対して専門的な相談や治療を実施する機関ばかりではないため、依

存症に関する基本的な知識や対応方法の習得を目的とする研修テーマを検討する必要

がある。

今後の方向性

継続実施
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・ 障害福祉サービス等に従事する相談員等に対して、ギャンブル等依存症に関す

る知識の習得や対応方法等に関する研修を実施します。 （障害福祉課）

③ 消費生活相談における的確な対応

・ 消費生活センターにおいて、引き続き多重債務相談を行うとともに、ギャンブ

ル等依存症が関係すると疑われる場合は、適切な専門機関を紹介します。

（県民生活課）

・ 消費生活相談員等に対し、ギャンブル等依存症問題や相談機関に関する知識・

情報が得られる依存症フォーラムや研修等の機会を案内することで、ギャンブ

ル等依存症である者等を適切な支援につなげる体制づくりに努めます。

（県民生活課）

令和６年度実施（予定）内容

依存症問題に従事する支援者が、依存問題を抱える者に対する効果的な支援を行うた

めの基礎知識を習得することを目的に、令和６年11月に研修会を開催した。

これまでの取組における課題等

参加者が依存症に対して専門的な相談や治療を実施する機関ばかりではないため、依

存症に関する基本的な知識や対応方法の習得を目的とする研修テーマを検討する必要

がある。

今後の方向性

継続実施

令和６年度実施（予定）内容

多重債務に関する相談を受けた際、借金に至った要因についてギャンブル等依存症が関

係すると疑われる場合については、必要に応じて、依存症に関するリーフレット等の提

供や相談機関の紹介を行った。

これまでの取組における課題等

相談者に対して適切な情報提供を行っていくことが必要である。

今後の方向性

引き続き、相談者に対して適切な情報提供を行っていく。

令和６年度実施（予定）内容

ギャンブル等依存症問題や相談機関に関する知識・情報が得られる研修等の機会を案内

し、相談員の相談対応のスキル向上やギャンブル等依存症に対する知識の定着を図って

いる。

これまでの取組における課題等
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④ 関係事業者による相談支援

・ 公営競技事業者は、各公営競技場内における窓口において相談対応するととも

に、公営競技ギャンブル依存症カウンセリングセンター、ギャンブル依存症予

防回復支援センター等の周知を積極的に行い、依存症が疑われる場合は、適切

な専門機関の紹介に努めます。

・ ぱちんこ営業者は、各ぱちんこ営業所に「安心パチンコ・パチスロアドバイザ

ー」を配置し、パチンコ・パチスロ遊技への依存を心配する相談を受けた場合

は、リカバリーサポート・ネットワーク(RSN※)の相談窓口等を紹介するととも

に、その周知を積極的に行います。

※リカバリーサポート・ネットワーク（RSN）とは、パチンコ・パチスロの遊技に関する依存及

び依存関連問題解決の支援を行うことを目的に設立された認定特定非営利活動法人であり、電

話相談や相談員養成、啓発活動等を実施している。

相談員がギャンブル等依存症問題や相談機関に関する知識・情報が得られる研修につい

て情報提供し、相談員のスキル向上や知識の定着を図る必要がある。

今後の方向性

引き続き、適切な支援を実施するための研修について、消費生活相談員に対して参加を

促していく。

（浜名湖ボート）

窓口において相談対応するとともに、依存症が疑われる場合はギャンブル依存症予防回

復支援センター等適切な専門機関を紹介。相談件数０件（10月８日時点）

（静岡競輪）

・競輪場内における窓口において相談対応するとともに、公営競技ギャンブル依存症カ

ウンセリングセンター、ギャンブル依存症予防回復支援センター等の周知を積極的に行

い、依存症が疑われる場合は、適切な専門機関の紹介に努めます。

（伊東温泉競輪）

令和５年度の取組を継続実施する。

（浜松オート）

場内のインフォメーションに相談窓口を設置し、相談を受けた場合は、入場禁止措置

等を伺い、市精神保健福祉センターへの紹介に努める。（R6.4～8月は相談実績なし。）

（静岡県遊戯業共同組合）

継続実施
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（２）医療の充実等

① ギャンブル等依存症に係る医療の充実

・ ギャンブル等依存症に係る医療の充実を図るため、依存症専門医療機関のさら

なる選定に努めます。 （障害福祉課）

・ ギャンブル等依存症に対する医療従事者の養成や医療の充実のため、身体科医

や精神科医、看護職、作業療法士、精神保健福祉士、公認心理師等に対する研

修を実施します。 （障害福祉課）

ギャンブル等依存症である者が治療を受けられる医療機関が限られることか

ら、適切な医療を受けることができるよう、医療の充実や医療連携を推進するた

め、以下の取組を実施します。

令和６年度実施（予定）内容

聖明病院及び服部病院について、令和４年７月28日付けで、静岡市及び浜松市を含め

て依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関に選定し、同拠点と協力して依存症対策

に取組んでいる。

これまでの取組における課題等

いまだ２拠点のみとなっており、十分な医療提供体制が図られていない。

今後の方向性

依存症専門医療機関の追加選定を検討する。

令和６年度実施（予定）内容

依存症治療拠点機関（聖明病院、服部病院）において、県内医療機関の医療従事者等を

対象とした依存症医療従事者研修を実施。

※令和７年１月から３月にかけて、計３回実施予定。

これまでの取組における課題等

実施後のアンケート等、研修実施後の効果測定を踏まえた取組みが必要。

今後の方向性

引き続き依存症治療拠点機関へ必要な支援を行い、一般医療機関やギャンブル等依存症

の治療を実施していない精神科医療機関等に対する研修を開催する。
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② 医療連携の推進

・ 依存症治療拠点機関等を中心として、ギャンブル等を含む依存症に関する取組

の情報発信を行うことや、医療機関を対象とした研修等を実施することにより、

一般医療機関やギャンブル等依存症の治療を実施していない精神科医療機関、

産業医、民間団体等の関係機関との連携を強化します。 （障害福祉課）

令和６年度実施（予定）内容

依存症治療拠点機関（聖明病院、服部病院）において、県内医療機関の医療従事者等を

対象とした依存症医療従事者研修を実施。

※令和７年１月から３月にかけて、計３回実施予定。

これまでの取組における課題等

実施後のアンケート等、研修実施後の効果測定を踏まえた取組みが必要。

今後の方向性

引き続き依存症治療拠点機関へ必要な支援を行い、一般医療機関やギャンブル等依存症

の治療を実施していない精神科医療機関等に対する研修を開催する。
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３ 回復支援・再発予防

（１）社会復帰の支援

① ギャンブル等依存症からの回復支援

・ 精神保健福祉センターを中心に、自助グループ等の民間団体と連携しながら、

ギャンブル等を含む依存症である者を対象とした、依存症からの回復のための

リカバリーミーティングを実施します。 （障害福祉課）

・ 自助グループ等の民間団体と連携しながら、ギャンブル等依存症である者が、

医療機関での受診後又は退院後において、医師の指導の下、社会復帰を視野に

入れた支援（生活上の指導、地域社会資源の情報提供、民間団体との関係づく

り等）を受けられる体制づくりを進めます。 （障害福祉課）

地域における自助グループや回復施設と情報共有や必要な連携を行うととも

に、生活困窮者支援、就労支援等の社会復帰に携わる者や家族のギャンブル等依

存症に対する理解を深めることで、ギャンブル等依存症である者の円滑な社会復

帰を促進するため、以下の取組を実施します。

令和６年度実施（予定）内容

中部会場にて通年で月４回、東部会場にて４～９月で月１回実施。

これまでの取組における課題等

新規参加者数が安定しない。

今後の方向性

ホームページへの掲載や関係機関と連携を通じて周知していく。

令和６年度実施（予定）内容

受診後の患者支援事業を実施。依存症治療拠点機関（聖明病院、服部病院）において、

精神科病院を受診後又は退院後のギャンブル等依存症を含む依存症患者に対して、民間

団体と連携した支援を実施した。

これまでの取組における課題等

退院後に自助グループ等につながらない方の再発率が高いため、つながりを保ち続ける

環境づくりが重要である。

今後の方向性

引き続き依存症治療拠点機関において、民間団体と連携した支援を実施していく。
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② 生活困窮者等への支援

・ 困窮者支援を行う市町及び社会福祉協議会等の事業者に対する情報提供を行う

とともに、これらの者が地域の支援調整会議等に適宜参画して情報共有を行う

ことで、ギャンブル等依存症である者等を適切な支援につなげる体制づくりに

努めます。 （地域福祉課）

③ 就労支援者のギャンブル等依存症に関する知識の向上

・ ギャンブル等依存症である者の回復、社会復帰の支援が円滑に進むよう、公共

職業安定所、地域若者サポートステーション※、障害福祉サービス等に従事する

支援者に対して、依存症に関する正しい知識の普及啓発に取り組みます。

（障害福祉課）

※ 地域若者サポートステーション（サポステ）

就業・就学していない15歳から49歳までの方を対象に、就労に向けたコミュニケーション講

座や就業体験、パソコン講座から、就職後の職場定着・ステップアップに関する相談まで、総合

的にバックアップする厚生労働省委託の支援機関であり、県内に４箇所（三島市、静岡市、掛川

市、浜松市）設置されている。

令和６年度実施（予定）内容

「静岡県依存症フォーラム（開催日：令和７年２月予定）」の開催案内を受け、①県内

の各市福祉事務所（政令市を除く。）、②賀茂・東部・中部健康福祉センターの生活保護

制度担当課（係）・生活困窮者自立支援制度担当課宛てに関係者への周知を依頼した。

これまでの取組における課題等

「現時点ではなし」

今後の方向性

「継続実施」

令和６年度実施（予定）内容

令和７年２月22日に依存症フォーラムを開催した。

これまでの取組における課題等

退院後の周囲のサポートが不足することで再発を招くおそれがあることから、

関係課が所管する関連会議体の構成員等、周知先を広げていく必要がある。

今後の方向性

引き続き社会復帰支援に関係する機関に対する普及啓発を実施していく。
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（２）民間団体の活動に対する支援

・ 自助グループが開催するミーティング等の活動場所の提供、医療機関や行政等

の専門機関に関する情報提供等、活動に対する支援を実施し、民間団体の活動

の促進を図ります。 （障害福祉課）

・ ギャンブル等依存症の回復支援における自助グループが果たす役割について、

県民に広く周知します。 （障害福祉課）

ギャンブル等にのめり込み、自分をコントロールできないのは、意思の弱さで

はなく病気の症状です。ギャンブル等依存症は、自分の意思でコントロール出来

なくなる病気であるため、自己で回復することは困難とされています。専門の医

療機関のほか、同じ目的を持った仲間の集まりである自助グループの回復支援は

重要な役割を果たしていることから、ギャンブル等依存症の者や家族等に対し、

これら民間団体の活動を広く周知し、支援していきます。

令和６年度実施（予定）内容

リーフレット配布による自助グループの知を行った。活動場所の提供等は実施できなか

った。

これまでの取組における課題等

活動場所や費用の支援は実施が難しい点があるため、記念講演等への後援等幅広い活動

支援を検討していく

今後の方向性

自助グループ等の民間団体と協議の上、本県として取り組むべき内容を精査し、活動の

支援を行う。

令和６年度実施（予定）内容

令和７年２月に開催を予定している依存症フォーラム等において、自助グループが果た

す役割を周知した。

これまでの取組における課題等

依存症治療において当事者でもある自助グループとの連携は不可欠であり、依存症者本

人や家族、相談業務従事者等へその役割を周知していくことが必要である。

今後の方向性

引き続き自助グループの普及啓発に努めていく。
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４ ギャンブル等依存症に関連する諸問題への対応

（１）多重債務問題への取組

・ 多重債務問題を抱えている者に対して、消費生活センターや弁護士会、司法書

士会等において相談に応じるとともに、ギャンブル等依存症に関する相談窓口

の周知に努めます。 （県民生活課）

（２）違法なギャンブル等の取締り等の強化

・ 警察においては、引き続き、違法な賭博店等に係る情報の収集に努めるととも

に、厳正な取締りを実施します。 （生活保安課）

ギャンブル等依存症である者は多重債務を抱える場合が多く、多重債務は貧困、

虐待、自殺、犯罪等の問題に密接に関連することから、これらの問題を解決する

ため、以下の取組を実施します。

警察においては、違法な賭博店等の厳正な取締りを推進し、静岡県では近年は

賭博事犯の件数は減少しており、直近３年間（2020 年度から2022 年度まで）の検

挙数は０件です。引き続き、違法な賭博店等に係る情報の収集に努め、厳正な取

締りを行います。

令和６年度実施（予定）内容

県民生活センターや県内各市町の消費生活センターにおいて、多重債務相談を実施し、

必要に応じてギャンブル等依存症に関する相談窓口の案内を行った。また、静岡県多重

債務相談推進月間（12 月）では、静岡県弁護士会、静岡県司法書士会と連携し、県内

各地で無料相談会を行った。

これまでの取組における課題等

なし。

今後の方向性

継続実施

令和６年度実施（予定）内容

R6中の賭博事犯の検挙数は１件

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施
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・ 参議院内閣委員会における、ギャンブル等依存症対策基本法案に対する付帯決

議第11項＊も踏まえ、違法ギャンブル等の排除と風俗環境の浄化を推進します。

（生活保安課）

＊ギャンブル等依存症対策基本法案に対する付帯決議第11項（参議院内閣委員会）

警察当局は、違法に行われるギャンブル等について、取締りを一層強化すること。

令和６年度実施（予定）内容

R6中の賭博事犯の検挙数は１件

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施
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（３）クロスアディクションに関する理解促進

・ ギャンブル等依存症の回復過程からクロスアディクションとなることを防止す

るため、アルコールによる依存症のほか、ゲーム障害等の様々な依存症に対す

る理解の促進を図ります。

（障害福祉課）

・ 行政関係機関や多様な依存症に対応する専門医療機関、自助グループ、回復支

援施設等との連携の下、ギャンブル等依存症者を早期に適切な支援につなげる

ことで、クロスアディクションへの進行を予防します。

（障害福祉課）

クロスアディクションとは、ギャンブル等のプロセスへの依存のほか、アルコ

ールや薬物等の物質依存や共依存といった人間関係への依存など、２種類以上の

依存症を併発している状態や、１つの依存症の回復過程で別の依存症を発症する

ことを言います。ギャンブル等依存症は、アルコールや薬物に関する問題も抱え

ている方が多いと言われていることから、クロスアディクションの問題も踏まえ

た上で、早期に適切な治療や支援を受けられるよう、行政関係機関、専門医療機

関、自助グループ等の関係機関・団体との連携が必要です。

令和６年度実施（予定）内容

ギャンブル依存、アルコール依存、ゲーム障害、薬物依存等の対策に関係機関と連携し

ながら取組中。

これまでの取組における課題等

ギャンブル依存症だけでなく、他の依存症についても医療機関や自助グループへの相談

に至らないケースが多い。

今後の方向性

まずは自身が依存症であることを気づくきっかけとなるような、セルフチェックの普及

啓発に取組んでいく予定。

令和６年度実施（予定）内容

精神保健福祉全般に関するこころの電話相談や、依存症者本人や家族の個別相談を行

う依存相談を実施し、相談内容に応じて適切な関係機関へつなげる。

これまでの取組における課題等

現時点ではなし

今後の方向性

継続実施
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５ 基盤整備

（１）依存症対策の体制整備

① 包括的な連携協力体制の構築

・ 静岡県ギャンブル等依存症対策連絡協議会において、行政、関係事業者、医療

機関及び自助グループ等の関係機関の役割を整理し、相互の情報共有や協力に

より適切な相談や治療、回復支援までつなげる地域の連携体制を構築します。

（障害福祉課）

② 関係事業者における体制整備

・ 公営競技事業者においては、ギャンブル等依存症対策に対する責任ある従業員

教育を継続的に実施していくとともに、人事異動等による一時的な対応レベル

の低下を生じさせないよう、担当者に対する研修を充実させます。

ギャンブル等依存症対策をより効果的に実施するため、包括的な連携協力体制

の構築及び関係事業者における体制整備により、依存症対策の基盤整備を図りま

す。

令和６年度実施（予定）内容

静岡県ギャンブル等依存症対策連絡協議会を令和６年10月に開催し、本計画に係る関

係機関の取組内容を共有し、議論を行うことで、関係機関の連携強化を図った。

これまでの取組における課題等

効率的な施作の実施に向け、引き続き有識者等との議論の場が必要

今後の方向性

継続して実施する。

（浜名湖ボート）

関係者に向けて１回実施予定

ボートレース業界及び静岡県公営競技連絡協議会主催の研修に４回参加予定

（静岡競輪）

・静岡県公営競技連絡協議会主催の研修会に参加予定です。

（伊東温泉競輪）

令和５年度の取組を継続実施する。

（浜松オート）

オートレース業界や静岡県公営競技連絡協議会等が計画する研修に積極的に参加し、担

当者の知識や能力の向上に努める。
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・ ぱちんこ営業者は、各ぱちんこ営業所に「安心パチンコ・パチスロアドバイザ

ー」を配置し、パチンコ・パチスロ遊技への依存を心配する相談を受けた場合

は、リカバリーサポート・ネットワーク(RSN)の相談窓口等を紹介するとともに、

その周知を積極的に行います。【再掲】

・ 静岡県遊技業協同組合は、講習会を計画的に開催して「安心パチンコ・パチス

ロアドバイザー」を育成し、ぱちんこ営業所への複数配置を推進します。

（２）人材の確保

・ ギャンブル等依存症に関連して生ずる多重債務、貧困、虐待、DV、その他家族

間トラブル等の防止のため、保健所、市町、関係団体及び関係事業者等の相談

支援者が、ギャンブル等依存症である者やその家族に対し、適切な指導を行い、

早期治療につなげることができるよう、依存症に関する知識の習得や対応方法

等に関する研修を実施します。【再掲】 （障害福祉課）

・ 障害福祉サービス等に従事する相談員等に対して、ギャンブル等依存症に関す

る知識の習得や対応方法等に関する研修を実施します。【再掲】 （障害福祉課）

・ ギャンブル等依存症に対する医療従事者の養成や医療の充実のため、身体科医

や精神科医、看護職、作業療法士、精神保健福祉士、公認心理師等に対する研

修を実施します。【再掲】 （障害福祉課）

・ 依存症治療拠点機関を中心として、ギャンブル等を含む依存症に関する取組の

情報発信を行うことや、医療機関を対象とした研修などを実施することにより、

一般医療機関やギャンブル等依存症の治療を実施していない精神科医療機関、

産業医、民間団体等の関係機関との連携を強化します。【再掲】

（障害福祉課）

ギャンブル等依存症対策を効果的に推進するため、専門的な知識を有する人材

の確保及び養成を図ります。

（静岡県遊戯業共同組合）

継続実施

「安心パチンコ・パチスロアドバイザー講習会」を２回（令和６年10月 23日、24日）

開催

経営者等研修会を令和７年２月13日に開催
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・ 消費生活相談員等に対し、ギャンブル等依存症問題や相談機関に関する知識・

情報が得られる依存症フォーラムや研修等の機会を案内することで、ギャンブ

ル等依存症である者等を適切な支援につなげる体制づくりに努めます。【再掲】

（県民生活課）

・ 困窮者支援を行う市町及び社会福祉協議会等の事業者に対する情報提供を行う

とともに、これらの者が地域の支援調整会議等に適宜参画して情報共有を行う

ことで、ギャンブル等依存症である者等を適切な支援につなげる体制づくりに

努めます。【再掲】 （地域福祉課）

・ ギャンブル等依存症である者の回復、社会復帰の支援が円滑に進むよう、公共

職業安定所、地域若者サポートステーション、障害福祉サービス等に従事する

支援者に対して、依存症に関する正しい知識の普及啓発に取り組みます。【再掲】

（障害福祉課）

（３）調査研究の活用

・国が実施する実態調査の結果を活用し、施策の充実を図ります。（障害福祉課）

ギャンブル等依存症対策を効果的に推進するため、国の実態調査等を活用し、

本県における施策に反映させます。

令和６年度実施（予定）内容

上記実態調査等を踏まえ第２期計画を策定し、各種取組を実施しているところである。

これまでの取組における課題等

インターネットの普及など、依存症を取り巻く環境は変化しつづけているため、最新の

情報を把握していく必要がある。

今後の方向性

継続実施
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第２期静岡県ギャンブル等依存症対策推進計画の活動指標

【重点目標１】学齢期の段階からギャンブル等依存症に関する知識の普及を徹底し、将来にわたるギャンブル等依存症の発症を予防

指標項目 現状

（R4 実績）

目標

（R11 まで）

実績

（Ｒ６）

説明 担当課

県民向けフォーラム等の開

催回数

年１回 （毎年度）

年１回

１回 2/22（土）に依存症フォーラムを開催 障害福祉課

大学等へのリーフレット配

布を通じた知識の普及啓発

年１回 （毎年度）

年１回

開催日

･･･R6.11.9（土）

会場

･･･御前崎市民会

館

11 月 9 日（土）に御前崎市で開催した「子

供・若者育成支援推進強調月間静岡県大

会」において、来場者に対しリーフレット

を配布した。

社会教育課

高等学校におけるギャンブ

ル等依存症を含む精神疾患

に関する指導の実施

各校にて実施 （毎年度）

継続実施

各校にて実施 保健体育科科目保健の指導内容の一つと

して精神疾患を取り上げる（平成 30 年３

月公示高等学校学習指導要領）

精神疾患の一つとしてギャンブル等依存

症を含めた依存症を取り上げる（平成 30

年 7 月告示高等学校学習指導要領解説保

健体育編）

健康体育課

ギャンブル等依存症の予防

に配慮した広告・宣伝の継

続実施

継続実施 （毎年度）

継続実施

【浜名湖ボート】

継続実施

【静岡競輪】

継続実施

【伊東温泉競輪】

継続実施

【浜名湖ボート】

令和４年 3 月に制定された「ボートレー

ス広告・宣伝指針」等に基づいた広告・宣

伝の継続実施。

【静岡競輪】

令和４年３月に制定された「競輪の広

公営競技事業者

遊技業協同組合
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【浜松オート】

継続実施

【静岡遊技業共

同組合】

(毎年度）継続実

施

告・宣伝に関するガイドライン及び「一般

社団法人日本民間放送連盟放送基準」等

に基づいた広告・宣伝を行っている。

【伊東温泉競輪】

場内に依存症啓発ポスターの掲示、場内

放送及びホームページ上での啓発を継続

実施していく

【浜松市オート】

オートレース業界で独自に策定した広告

指針（ガイドライン）に基づき、ギャンブ

ル等依存症の予防に配慮した広告・宣伝

を行う。

【静岡遊技業共同組合】

(毎年度）継続実施

本人・家族申告によるアク

セス制限の継続実施

継続実施 （毎年度）

継続実施

【浜名湖ボート】

継続実施

【静岡競輪】

継続実施

【伊東温泉競輪】

継続実施

【浜松オート】

継続実施

【静岡遊技業共

同組合】

(毎年度）継続実

【浜名湖ボート】

本人希望による「浜名湖競走場における

入場制限の同意書」を提出してもらう。

【静岡競輪】

これまでと同様に本人又は家族の申告に

基づいてアクセスを制限する取り組みを

行っている。

【伊東温泉競輪】

申告があった場合、入場制限等を行える

体制を継続実施していく

【浜松オート】

公営競技事業者

遊技業協同組合
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施 本人やその家族から入場禁止の申告があ

った場合は、入場禁止の措置を実施する

ように場内の警備員に周知した。

【静岡遊技業共同組合】

(毎年度）継続実施

ゲートキーパーの養成数 計 64,605 人 （2027 年度）

累計 86,000

人

70,638 人 数字は R5 年度末実績

R6 年度も市町と協力して実施中

障害福祉課

ゲーム障害・ネット依存対

策ワークショップの開催回

数

年６回 （毎年度）

継続実施

６回（予定） 聖明病院、社会教育課と居力して実施

実施済：富士、沼津、静岡、オンライン、

掛川

実施予定：浜松

障害福祉課
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第２期計画の活動指標

【重点目標２】ギャンブル等依存症に関する予防及び相談から治療、回復支援に至る切れ目のない支援体制の整備

指標項目 現状

（R4 実績）

目標

（R11 まで）

実績

（Ｒ６）

説明 担当課

精神保健福祉センター主催

のギャンブル等依存症に関

する相談会の実施回数

58 回 （毎年度）

年 60 回

年 36 回実施予定 中部会場にて月３回実施中。 精神保健福祉セ

ンター

精神保健福祉センターが地

域の相談支援者向けに実施

する研修の開催回数

１回 （毎年度）

年１回

年１回実施予定 令和６年 11 月に開催した。 精神保健福祉セ

ンター

関係事業者による相談支援

の継続実施

継続実施 （毎年度）

継続実施

【浜名湖ボート】

継続実施

【静岡競輪】

継続実施

【伊東温泉競輪】

継続実施

【浜松オート】

継続実施

【静岡遊技業共

同組合】

(毎年度）継続実

施

【浜名湖ボート】

電話及び場内相談所にて継続実施。

【静岡競輪】

場内に相談窓口を設置し、必要に応じて

公営ギャンブル依存症カウンセリングセ

ンター、ギャンブル依存症予防回復支援

センター等を案内できる体制を取ってい

る。また、依存症が疑われる場合には、専

門機関を紹介することとしている。

【伊東温泉競輪】

場内に相談窓口を設け、相談があった場

合は専門のギャンブル依存症相談窓口を

紹介する

【浜松オート】

公営競技事業者

遊技業共同組合
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場内のインフォメーションに相談窓口を

設置し、相談を受けた場合は、入場禁止措

置等を伺い、市精神保健福祉センターへ

の紹介に努める。

【静岡遊技業共同組合】

(毎年度）継続実施

ギャンブル等依存症に係る

依存症専門医療機関の選定

数

２機関 ３機関 ２機関 令和４年７月 28 日付けで、静岡市及び浜

松市を含めた静岡県全域で選定した。

追加拠点の選定については検討中。

障害福祉課

医療従事者向け研修の受講

者数

83 人 （令和６～８

年度）

計 240 人

聖明病院・服部病

院に委託し、今後

実施予定

令和７年１月から３月にかけて３回実施

予定。

障害福祉課

リカバリーミーティングの

実施

36 回 （毎年度）

年 36 回

年 30 回実施予定 中部会場にて通年で月４回、東部会場に

て４～９月で月１回実施。

精神保健福祉セ

ンター

生活困窮者支援、就労支援

等の社会復帰に携わる者に

おける研修の開催回数

１回 （毎年度）

年１回

１回 依存症フォーラムに生活困窮者支援従事

者の参加者を促す。

障害福祉課

（地域福祉課）

消費生活相談員による相談

支援の継続実施

継続実施 （毎年度）

継続実施

継続実施 消費生活センターにて、多重債務相談を

行うとともに、ギャンブル等依存症が関

係すると疑われる場合は、適切な専門機

関を紹介する。

県民生活課

依存症問題従事者研修の開

催回数

１回 （毎年度）

年１回

１回 令和６年 11 月に開催した。 精神保健福祉セ

ンター

ギャンブル等依存症対策の １回 （毎年度） １回 令和６年 10 月 17 日に開催 障害福祉課
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資料 2-4

関係機関による連絡協議会

の開催回数

年１回

関係事業者における従業員

向け研修の開催回数

７回

（各公営競技

事業者累計）

（毎年度）

年１回

【浜名湖ボート】

関係者に向けて

１回実施予定

ボートレース業

界及び静岡県公

営競技連絡協議

会主催の研修に

４回参加予定

【静岡競輪】

継続実施

【伊東温泉競輪】

継続実施

【浜松オート】

年１回

【浜名湖ボート】

・浜名湖ボートレース企業団 ギャンブ

ル依存症担当者研修

・ボートレース業界 ギャンブル等依存

症対策責任者研修

・ボートレース蒲郡 ギャンブル依存症

研修会

・静岡県公営競技連絡協議会 ギャンブ

ル依存症研修会

・ボートレース業界地区別ギャンブル依

存症担当者研修会

【静岡競輪】

静岡県公営競技連絡協議会主催の研修会

に参加予定

【伊東温泉競輪】

静岡県公営競技連絡協議会で依存症対策

研修会等を開催し、職員を派遣して依存

症に関する知識を深める

【浜松オート】

静岡県公営競技連絡協議会が令和７年１

月頃実施予定

公営競技事業者

関係事業者における従業員

向け研修の開催回数

２回 （毎年度）

年３回

年３回 (毎年度）

年３回

遊技業共同組合
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(１) 国民のギャンブル行動
○ 過去1年間のギャンブル経験：男性の44.9%（1,888名）、女性の26.5%（1,243人）
○ 過去1年間にギャンブルに使った金額（１か月あたり）：中央値 9,000円
○ 過去1年間に最もお金をつかったギャンブルの種類：宝くじが最多（53.３％）で、パチンコ（15.0％）が次に多い。

(２) 過去１年におけるギャンブル等依存が疑われる者（PGSI ８点※以上）の割合とそのギャンブル行動
○ PGSI ８点以上の割合（年齢調整後）【図表１】：1.7％（95％信頼区間1.4～1.9%）、男性2.8％（95％信頼区間 2.3～3.3%）、女性

0.5％（95%信頼区間 0.3～0.7%）
（参考）令和２年度調査では全体1.6％(95%信頼区間：1.4～1.9%)であり、ギャンブル等依存の疑いがある者の割合に統計的に有意差はない。
○ 過去１年間にギャンブルに使った金額（ １か月あたり）：中央値 ６万円
○ 過去1年間に最もお金を使ったギャンブルの種類は、男性ではパチンコ（43.4%）、パチスロ（24.5%）、競馬（11.3%）の順で、
女性ではパチンコ（60.９%）、パチスロ（17.4%）の順で割合が高い。【図表2】

○ インターネットを使ったギャンブルの購入方法については、PGSIの得点によらず、すべての公営競技などにおいて、「主にオンライン」ま
たは「両方」で行うと回答した者の割合が過半数を占めた。

○ 新型コロナウイルス感染拡大前と比較し、インターネットを使ったギャンブルの利用が増えた（「新たに始めた」、「する機会が増えた」
の合計）との回答は、PGSI８点未満の者では3.6%であったのに対し、PGSI８点以上の者では19.9%であった。

令和５年度 依存症に関する調査研究事業「ギャンブル障害およびギャンブル関連問題の実態調査」報告書 概要

ギャンブル等依存症対策基本法に基づく実態調査として、令和５年度におけるギャンブル等依
存が疑われる者の実態とギャンブル等依存症の関連問題の実態を明らかにすることを目的とする。
一般住民における「ギャンブル等依存が疑われる者の割合の推計」、「ギャンブル経験」や

「ギャンブル行動」の実態、公的な相談機関の利用者を対象としたギャンブル等依存の問題を抱
えている当事者と家族の特徴やギャンブル関連問題の実態について調査。

男性 女性 男女合計

PGSI 8点未満
人数 ４,２９８人 ４,３６８人 ８,６６６人

割合 9７.２% 99.５% 9８.３%

PGSI 8点以上
（ギャンブル等依存
が疑われる者）

人数 1２３.４人 2３.０人 1４6.４人

割合
(95%信頼区間)

２.８%
（２.３～３.３%）

0.５%
（0.３～０.７%）

１.７%
（1.４～１.９%）

全体 合計人数 ４,４２２ 人 ４,３９０人 ８,８１２人 

【図表1】過去１年におけるギャンブル等依存が疑われる者（PGSI ８点以上）の割合〔年齢調整後〕 【図表2】過去1年間で最もお金を使ったギャンブルの種類（PGSI 8点以上の者）（抜粋）

※ PGSI（Problem Gambling Severity Index）：カナダのHarold Wynne博士，Jackie Ferris博士によって開発されたギャンブル問題の自記式スクリーニングテスト。一般住民を対象とした疫学調査
で使用するために開発されたテストで，海外の多くのギャンブル問題に関する調査で用いられている。得点範囲は0点～2７点で，本調査は合計８点以上の者を「ギャンブル等依存が疑われる者」とした。

目的
○ 調査対象：無作為抽出された一般住民

18,000名（満18歳以上75歳未満）
○ 調査手法：調査票を郵送し、回答は郵送・イン
ターネットのいずれかを選択

○ 有効回答：有効回答数 8,898票（49.4%）
〔男性４,204名、女性4,694名〕

全国住民調査の概要

結果

ギャンブル種 男性 女性 男女合計

パチンコ 4６ (43.4%) 1４ (60.９%) 60 (４６.５%)

パチスロ ２６ (24.5%) 4 (1７.４%) ３0 (２３.3%)

競馬 1２ (11.3%) ０ (０.0%) １２ (９.３%)

競輪 ３ (2.8%) １ (4.3%) ４ (3.1%)

競艇 ６ （５.７％） ０ (０.0%) ６ （4.７％）

オートレース １ （0.9％） ０ (０.0%) １ （0.8％）

宝くじ（ロト・ナンバーズ等も含む） ４ (3.8%) １ (４.３%) ５ (３.９%)

証券の信用取引、先物取
引市場への投資、FX

７ （6.6%） ０ (０.0%) ７ （5.４%）

資料2-5
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資料 3-1

(件名)

静岡県における薬物乱用の現状と課題

（薬事課薬物対策班）

１ 県内薬物乱用の現状（令和５年）

・ 平成23年以降、薬物事犯全体の検挙者数は減少傾向を示しているものの、依然とし

て高い水準で推移している。

・ 大麻事犯の検挙者数は、197人と過去最多を更新し、２年連続で大麻事犯検挙者数が

覚醒剤事犯検挙者数を上回っている。また、10代・20代の青少年の内数は141人（前

年から35人増加）と、検挙者全体の71.6％を占めている。

・ 覚醒剤事犯の検挙者数は180人と薬物事犯全体の45.1%を占めており、前年度と比較

して28人増加している。

＜県内の薬物事犯による検挙者数の推移＞ （人）

＜県内の有機溶剤乱用による検挙者数の推移＞ （人）

２ 課題

(1) 大麻事犯の検挙者 197 人のうち、10 代・20 代の青少年が 71.6％を占めており、

若者への大麻乱用が拡大し続けている。併せて、「大麻グミ」や「大麻クッキー」

等を称した危険ドラッグが流通し、インターネット等では「大麻は害がない」、「大麻

はタバコより安全」といった誤った情報が流布しており、大麻に対する危機意識を低く

している。このため、若い世代から繰り返し大麻の危険性や有害性に関する正し

い知識の広報・啓発が必要である。

(2) スマートフォン等の普及により、インターネットやSNSを手軽に利用できる環境とな

ったことで、互いの情報共有が容易となり、薬物の不正取引形態がより潜在化・巧妙化

を呈している。このような状況の中、令和５年の薬物事犯の検挙者数は増加しており、

薬物乱用を防止するためには、違法薬物の供給を断ち、入手できない環境の形成が重要

である。このため、法令に基づく違法薬物の密輸・密売、乱用者等に対する徹底した取

締りが必要である。

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

覚

醒

剤

静岡県 259 281 207 208 204 152 180

うち青少年
44

(17.0%)
48

(17.1%)
25

(12.1%)
23

(11.1%)
37

(18.1%)

26

(17.1%)

33

(18.3%)

全国検挙者数 10,113 9,868 8,584 8,471 7,824 6,124 5,914

大

麻

静岡県 115 124 147 163 180 158 197

うち青少年
58

(50.4%)
51

(41.1%)
62

(42.2%)
110

(67.5%)
109

(60.6%)

106

(67.1%)

141

(71.6%)

全国検挙者数 3,008 3,578 4,321 5,034 5,482 5,342 6,482

あ へ ん 1 0 0 1 6 0 1

麻 薬 等 8 13 24 7 7 16 17

指定薬物 5 1 2 3 0 1 4

計

(うち覚醒剤事犯の割合)

388

(66.8%)

419

(67.1%)

380

(54.5%)

382

(54.5%)

397

(51.4%)

327

(46.5%)

399

(45.1%)

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

シ ン ナ ー 5 1 1 10 3 4 5
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資料 3-1

(3) 覚醒剤事犯の検挙者の71.7％が再犯者であるなど、薬物事犯の再犯率は高い状況にあ

る。また、薬物乱用は犯罪行為であるとともに、薬物依存症という病気の可能性がある

ことを認識させることが重要である。このため、精神保健福祉センターでの効果的な治

療プログラムの実施や、薬物乱用通報・相談窓口などの相談対応等の薬物依存者やその

家族に対する支援の充実が必要である。

(4) 昨年度から、若者によるかぜ薬等の市販薬を過剰摂取するいわゆるオーバードーズの

事例が報道されており、その広がりが懸念されている。
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資料 3-2

（件名）

令和６年度静岡県薬物乱用対策推進方針の策定
（薬事課薬物対策班）

１ 趣 旨

近年、次代を担う若者を中心に大麻事犯の検挙者数が急激に増加し、令和５年は 197

人と過去最多となった。

また、昨年より都市圏を中心に市販薬の過剰摂取（いわゆるオーバードーズ）の広

がりも懸念されている

このような状況を踏まえ、副知事を本部長とし、知事部局、教育委員会、警察本部

及び東海北陸厚生局麻薬取締部からなる「静岡県薬物乱用対策推進本部」において、

「静岡県薬物乱用対策推進方針」を策定し、関係する各部局・機関が連携し、効果的

な薬物乱用防止対策を推進する。

２ 推進方針の構成

「広報及び啓発活動の推進」、「取締り及び監視指導の徹底」及び「薬物問題を抱え

る人への支援の徹底」を３つの柱に掲げ、その柱の下、９つの取組の方向と、61 の具体

的な取組を設定している。

３ 新規の取組

＜方針の柱１ 広報及び啓発活動の推進＞

方針の柱 取組の方向

１ 広報及び啓発活動

の推進

(1) 学校における薬物乱用防止教育及び啓発活動の推進

(2) 地域社会における薬物乱用防止啓発活動の推進

(3) 大麻乱用防止のための広報及び啓発活動の推進

２ 取締り及び監視指

導の徹底

(1) 薬物事犯の取締りの徹底

(2) 危険ドラッグ対策の徹底

(3) 医薬品等取扱施設への監視指導の徹底

３ 薬物問題を抱える

人への支援の徹底

(1) 薬物依存者及びその家族への支援の充実

(2) 相談体制の充実強化

(3) 適切な医療保護対策の実施

取組内容 実施機関

小学校、中学校及び高等学校において、市販薬の過剰摂取

（いわゆるオーバードーズ）の危険性の内容を盛り込んだ

テキストを用いた薬学講座の全校実施を推進する。

私学振興課、健康体育

課、人身安全少年課、

薬物銃器国際捜査課、

薬事課

小中学校の保健主事を対象に、大麻等の違法薬物に加え、

市販薬の過剰摂取（いわゆるオーバードーズ）の危険性な

どを再認識するための研修を実施し、薬物乱用防止に係る

指導の充実を図る。

健康体育課、薬事課
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＜方針の柱２ 取締り及び監視指導の徹底＞

＜方針の柱３ 薬物問題を抱える人への支援の徹底＞

４ 会議の開催

５ 国の動向

国では、令和５年８月に厚生労働大臣を議長とする薬物乱用対策推進会議において策

定した「第六次薬物乱用防止五か年戦略」に基づき、関係省庁が緊密に連携して、水際

対策等による薬物の供給遮断、啓発等による需要の削減の両面から総合的な薬物乱用防

止に取り組んでいる。

取組内容 実施機関

危険ドラッグ販売店等に対する取締として県下合法大麻店

を標ぼうする店舗に対し、静岡県薬物の濫用の防止に関す

る条例に基づく監視と徹底的な取締りを行う。

薬物銃器国際捜査課、

薬事課

医薬品販売者に対する立入検査の際に、濫用につながるお

それのある成分を含有する市販薬の大量購入や盗難を防止

する対応が徹底されるよう指導を行う。（オーバードーズ対

策）

薬事課

取組内容 実施機関

学生との協働により、近年の薬物情勢（大麻事犯の検挙者

数の増加や市販薬の過剰摂取問題等）を踏まえた薬物乱用

通報・相談窓口に係るリーフレット等を作成・配布するこ

とで、薬物乱用通報・相談窓口の更なる周知を図る。

薬事課

年度 幹事会 本部員会

令和４年度 ４月 28 日（対面） ５月 27 日（対面）

令和５年度 ４月 28 日（対面） ５月 26 日（対面）

令和６年度 ４月 30 日（対面） ５月 24 日（対面）
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資料 3-2

＜参考＞

薬物乱用対策推進本部

１ 設置目的

覚醒剤、大麻、危険ドラッグ、麻薬、シンナー等薬物の乱用防止対策に関し、総合的

かつ効果的な対策を推進する。

２ 所掌事務

・ 薬物乱用対策推進方針の策定に関すること

・ 薬物乱用防止対策についての情報共有、相互連絡調整に関すること

・ 薬物乱用防止についての啓発活動の推進に関すること

・ 薬物事犯の取締りの強化に関すること

・ 乱用者、中毒者の治療更生に関すること ほか

３ 組織

(1) 本部

(2) 幹事

本 部 長 森副知事

副本部長 健康福祉部長

本部員

知事部局

・ 知事戦略局長

・ くらし・環境部長、

・ スポーツ・文化観光部長

・ 経済産業部長

県教育委員会 ・ 教育監

県警察本部 ・ 刑事部長

厚生労働省 ・ 東海北陸厚生局麻薬取締部長

幹事

知事戦略局 ・ 広聴広報課

くらし・環境部
・ 県民生活課

・ くらし交通安全課

スポーツ・文化観光部
・ 大学課

・ 私学振興課

健康福祉部

・ 地域福祉課

・ 障害福祉課

・ 薬事課

経済産業部

・ 労働雇用政策課

・ 職業能力開発課

・ 農業ビジネス課

・ 水産振興課

教育委員会
・ 健康体育課

・ 社会教育課

県警察本部
・ 人身安全少年課

・ 薬物銃器国際捜査課

厚生労働省 ・ 東海北陸厚生局麻薬取締部捜査第二課
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＜　令和６年度静岡県薬物乱用対策推進方針の概要　＞ 
<方針の柱１>　広報及び啓発活動の推進

<方針の柱２>　取締り及び監視指導の徹底

<方針の柱３>　薬物問題を抱える人への支援の徹底

(3) 大麻乱用防止のための広報
　及び啓発活動の推進

  新

(2) 地域社会における薬物乱用防止
啓発活動の推進　

(1) 学校における薬物乱用防止教育
　及び啓発活動の推進　

(3) 医薬品等取扱施設への監視指導
の徹底

(2) 危険ドラッグ対策の徹底　

(3) 適切な医療保護対策の実施(2) 相談体制の充実強化(1) 薬物依存者及びその家族への支援
の充実

・小・中・高等学校での市販薬の過剰摂取（ｵｰ
ﾊﾞｰﾄﾞｰｽﾞ）の危険性の内容を盛り込んだ「薬
学講座」の全校実施（私学振興課、健康体育課、県警人身
安全少年課、県警薬物銃器国際捜査課、薬事課)

・大学、専修学校等での新入生等対象の薬物乱
用防止講習会の開催（県警人身安全少年課、県警薬物銃器

国際捜査課、薬事課）

・小中学校の保健主事を対象とした大麻等の違
法薬物やオーバードーズ等に係る研修の実施
（健康体育課、薬事課）

重点

・携帯電話販売店等の立入検査等による静岡県
青少年のための良好な環境整備に関する条例
の適正な履行状況の確認（社会教育課）

・静岡県青少年の非行・被害防止強調月間や子
供・若者育成支援強調月間におけるキャン
ペーンの実施 (社会教育課)

・ラジオ、SNS、ホームページ等を活用した効果
的な広報活動の実施（広聴広報課、くらし交通安全課、県警
人身安全少年課、県警薬物銃器国際捜査課、薬事課）

・学生との協働による大麻乱用防止啓発動画
の制作、YouTube等のWEB動画広告を活用し
た動画発信（薬事課）

・大麻乱用防止のためのポスター掲示、リー
フレット配架等による啓発活動（労働雇用政策課、

職業能力開発課、薬事課）

・静岡県宅地建物取引業協会での一人暮らし
を始める若者への啓発資材の配布（薬事課）

・大麻等の薬物事犯の徹底した取締りの実施（県警
薬物銃器国際捜査課、東海北陸厚生局麻薬取締部）

・市町と連携した青少年を取り巻く社会環境の実
態調査、立入検査を通じての有害環境の実態把
握や不備店舗の是正の実施(社会教育課)

・少年のい集場所等への街頭補導による薬物乱用
少年の早期発見、立ち直り支援等（県警人身安全少年
課）

重点

・「静岡県薬物の濫用の防止に関する条例」
に基づく知事指定薬物等の指定（薬事課）

・関係業界との危険ドラッグに係る協定等に基
づく販売店の排除、運搬の自粛、不審情報の
提供等による連携（薬事課）

・危険ドラッグ販売店等に対する監視と徹底
的な取締りの実施（県警薬物銃器国際捜査課、薬事課）

・医療用麻薬を取り扱う医療機関等への立入
検査による麻薬等の適正な保管・管理の推
進や、不正な横流し防止のための指導・監
督の実施 （東海北陸厚生局麻薬取締部、薬事課）

・医薬品販売者に対し、濫用につながるおそ
れのある成分を含有する市販薬の大量購入
や盗難防止の指導の実施（ｵｰﾊﾞｰﾄﾞｰｽﾞ対
策）（薬事課）

重点

・精神保健福祉センターでの依存問題回復を目指
すリカバリーミーティングの開催（障害福祉課）

・薬物乱用の初犯者及びその家族に対し、勾留期
間を利用した再乱用防止のための資料の閲覧や
配布の実施（県警薬物銃器国際捜査課)

・依存相談、こころの電話相談、ふれあい相
談室、薬物乱用通報・相談窓口等による薬物
依存者等への支援（県民生活課、障害福祉課、県警薬物銃

器国際捜査課、東海北陸厚生局麻薬取締部、薬事課）

・学生と協働し近年の薬物情勢を踏まえた
リーフレット等を作成・配布し、若年層等に
対し相談窓口があることを周知 （薬事課）

・精神保健福祉法に基づく緊急医療が必要な
措置入院者の精神科病院での保護、受診指
導、助言等（障害福祉課）

重点

重点

重点

(1) 薬物事犯の取締りの徹底　

重点

重点 重点

重点

重点

新規

新規

新規

新規

新規

資料3-2
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資料 3-3

（件 名）

令和６年度の薬物乱用防止に係る取組計画

（薬事課薬物対策班）

主な取組（〇薬事課の取組、●薬事課以外の取組）

１ 広報及び啓発活動の推進

取組の方向 具体的な取組

学校におけ

る薬物乱用

防止教育及

び啓発活動

の推進

○薬学講座の実施（新規）、薬物乱用防止講習会の開催（重点）

・ 小・中・高等学校での市販薬のオーバードーズの危険性を新た

に盛り込んだ「薬学講座」を全校で開催する。（（公社）静岡県薬

剤師会に委託）

・ 大学及び高等課程を有する専修学校での新入生等を対象とした

「薬物乱用防止講習会」を全学・全校で開催する。（警察本部と

ライオンズクラブによる協力）

○小・中学校の保健主事を対象とした研修の実施（新規）

・ 大麻等の薬物乱用の状況に加え、市販薬の過剰摂取の危険性な

どを身近な問題として認識してもらい、指導の充実を図った。

（小学校273校、中学校 156校 計 429人 に対して実施）

地域社会に

おける薬物

乱用防止啓

発活動の推

進

○静岡県薬物乱用防止県民大会

・ 薬物乱用を絶対に許さない県民意識の形成を目的として開催

R6：11月 30日（土） 森町文化会館ミキホール（森町）

R5：11月 18日（土） グランシップ（静岡市） 約350人

○ダメ。ゼッタイ。」普及運動（６～７月）、麻薬・覚醒剤・大麻乱用

防止運動（10～11月）における啓発活動

・ 街頭啓発の開催、各種メディアを通じた啓発活動を実施する。

区分 R4 R5 R6 予定

薬学講座

学校数

(実施率)

小学校
496/496 校

(100.0%)

488/488校

(100.0%)
482校

中学校
288/288 校

(100.0%)

289/289校

(100.0%)
288校

高等学校
137/137 校

(100.0%)

135/135校

(100.0%)
135校

921/921 校

(100.0%)

912/912校

(100.0%)
905校

参加者数 182,255 人 174,320人 189,161人

薬物乱用防止講習会

学校数

(実施率)

大学等
24/24 校

(100.0%)

23/23 校

(100.0%)
23 校

専修学校

(高等課程)

15/15 校

(100.0%)

15/15 校

(100.0%)
15 校

39/39 校

(100.0%)

38/38 校

(100.0%)
38 校

参加者数 22,448 19,041 17,681

合計

学校数

（実施率）

960/960 校

(100%)

950/950校

(100%)
943校

参加者数 204,703 人 193,361人 206,842人
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資料 3-3

２ 取締り及び監視指導の徹底

○薬物乱用防止活動で連携する企業等の新入社員等を対象とした講

習会

・ 県宅地建物取引業協会等との連携により、薬物乱用防止講習会

を開催する。

R5：静岡県消防学校初任科、県宅地建物取引業協会（５回、276人）

R4：静岡県消防学校初任科、県宅地建物取引業協会（３回、196人）

大麻乱用防

止のための

広報及び啓

発活動の推

進

○大麻乱用防止のための啓発動画の発信（重点）

・ YouTube や Tiktok 等の WEB 動画広告を活用し、学生との協働

により制作した大麻の危険性や有害性を伝える啓発動画を県内

の若者（10代・20代）のスマートフォン等へ直接発信する。

令和５年実績

令和４年実績

○薬学講座等の講師を対象としたスキルアップ研修会

・ 講師を対象とした大麻の最新情報を盛り込んだスキルアップ研

修会を実施し、講師の資質向上を図る。

発信回数 表示回数（回） 完全再生回数（回）

You Tube 880,656 740,592

Tiktok 1,409,667 57,577

発信回数 表示回数（回） 完全再生回数（回）

You Tube 860,227 733,081

Tver 253,627 241,792

年度 R4 R5

受講者数 200人（３回） 203人（３回）

講師
・東海北陸厚生局麻薬取締部

・静岡県公認心理師協会

・東海北陸厚生局麻薬取締部

・名古屋税関清水税関支署

取組の方向 具体的な取組

薬物事犯の

取締りの徹

底

●薬物事犯の徹底した取締りの実施（重点）

・ 組織的な薬物密輸入・密売事犯、大麻等の薬物事犯、指定薬物

販売事犯、薬物乱用者、インターネット通信等を利用した薬物密

売事犯、正規流通麻薬事犯に対する徹底した取締りを行う。

（県警薬物銃器国際捜査課、東海北陸厚生局麻薬取締部）

危険ドラッ

グ対策の徹

底

○静岡県薬物の濫用の防止に関する条例の運用

・ 「静岡県薬物の濫用の防止に関する条例（H27.3.1 全面施行）」

に基づく知事指定薬物への指定により、危険ドラッグの販売、流

通の規制を徹底する。

指定状況(条例施行～令和６年11月末現在)：50回、165物質

○危険ドラッグの疑いのある製品の買上検査

・ 危険ドラッグの疑いのある製品を買上げ、成分分析を実施し、

違法な成分が検出された場合、告発等の必要な措置を行う。
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資料 3-3

３ 薬物問題を抱える人への支援の徹底

医薬品等取

扱施設への

監視指導の

徹底

○協定締結業界団体等との連携

・ 危険ドラッグの販売や流通防止、情報収集等を目的に締結した

県や県警、業界団体の３者との協定に基づき、官民一体となった

危険ドラッグ撲滅対策を推進する。
連携先：（公社）静岡県宅地建物取引業協会、（公社）全日本不動産協

会静岡県本部、（一社）静岡県トラック協会、商業組合静岡県タクシー

協会、セブン-イレブン、ローソン、ファミリーマート

○合法大麻店を標ぼうする店舗等に対する取締り（新規）

・ 危険ドラッグ販売店等に対する取締りとして、県下合法大麻店

を標ぼうする店舗に対し、静岡県薬物の濫用の防止に関する条例

に基づく監視と徹底的な取締りを行う。

○医薬品等取扱施設への監視指導（新規）

・ 医薬品販売者に対する立入検査の際に、濫用につながる恐れの

ある成分を含有する市販薬の大量購入や盗難を防止する対応が

徹底されるよう指導を行う。

○麻薬等取扱施設への監視指導（重点）

・ 麻薬、向精神薬等の取扱施設への立入検査を実施し、麻薬等の

適正な保管・管理の推進や、不正な横流しの防止のための指導・

監督を行う。

取組の方向 具体的な取組

薬物依存者

及びその家

族への支援

の充実

●リカバリーミーティングの実施（重点）

・ 精神保健福祉センターにおいて、アルコール、薬物、ギャンブル

等の様々な依存を抱えた当事者及び家族を対象に、認知行動療法を

取り入れたグループミーティングを実施することにより、依存症か

らの回復を図るともに、依存問題を抱える者の生活を支える。（障

害福祉課）

相談体制の

充実強化

○相談窓口による薬物依存者等の支援（重点）

・ 依存相談、こころの電話相談、ふれあい相談室、薬物乱用通報・

相談窓口等を通じた薬物依存者等の支援

○薬物乱用通報・相談窓口の更なる周知（新規）

・ 学生との協働により若年層の心に訴えるリーフレットを制作し

て薬物乱用通報・相談窓口を周知し、適切な支援に繋げる。

適切な医療

保護対策の

実施

●薬物依存者への適切な医療保護の実施

・ 精神保健福祉法に基づく通報等により、関係機関が緊密に連携

をとり、緊急に医療が必要な措置入院者を指定の精神科病院で保

護するほか、受診指導及び助言を行う。（障害福祉課）

85



静岡県依存症対策連絡協議会設置要綱

（目的）

第１条 静岡県における依存症者の支援に関することについて協議・検討する

ため、静岡県依存症対策連絡協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（所管事項）

第２条 協議会においては、次の事項に関し、協議・検討を行う。

（１）依存症対策に関すること。

（２）その他依存症対策を推進するために必要な事項に関すること。

（組織及び役員）

第３条 協議会は、別表に掲げる者をもって組織する。

２ 協議会に会長をおき、会長は、委員の互選によって定める。

３ 協議会の議長は、会長が行う。

４ 協議会の副会長は、会長が指名する。

５ 議題の内容によっては委員を追加することができる。

６ 県の関連行政機関は必要に応じて協議会に出席する。

７ 協議会には部会を置くことができる。

（任期）

第４条 委員の任期は３年とする。ただし、再任を妨げない。

２ 任期途中の委員の欠員による補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（庶務）

第５条 協議会の庶務は、健康福祉部障害者支援局障害福祉課が行う。

（その他）

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、

会長が定める。

附 則

この要綱は、平成 30 年 10 月 19 日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年 12 月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年 11 月 20 日から施行する。
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（別表）

静岡県依存症対策連絡協議会

委員

分 野 所 属

医 療 一般社団法人静岡県医師会

医 療 聖明病院院長

医 療 服部病院院長

医 療 静岡県立こころの医療センター院長

医 療 静岡県精神神経科診療所協会

福 祉 静岡県精神保健福祉士協会

自 助 公益財団法人静岡県断酒会

自 助 スルガダルク

自 助 静岡ダルク

自 助 ＧＡ静岡グループ

教 育 静岡県教育委員会健康体育課長

学 識 静岡福祉大学 名誉教授 山城 厚生

法 務 静岡保護観察所長

行 政 静岡県保健所長会

行 政 静岡県精神保福祉センター長

行 政 静岡市こころの健康センター長

行 政 浜松市精神保健福祉センター長
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